
ロ． 事業 （取組）・投資活動の概要

１‐ 重点的取組（特別予算（ＡＰ）を中心に実施した印に組）

　

当年度の特別予算は、 第６次 ＭＰ の ５つの基本単糞略 （総合的目標） に適合する取組の推進を基本方

針としました。 これらの基本戦略に従い各設置校、 学科・専攻及び事務局等が一般予算による定常的

な活動とは別に、 新たな取組等の計画立案と予算の計算を行い、 学園全体の事業計画の中に相互調整

した上で組み込み、 相応の資金の配分のもとに積極的に取り組みました。

（１）重点的予算配分の基本的考え方

当年度の特別予算配分 （ＡＰ への予算配分） は、 次の取組に重点を置くことを基本的考え方として

行いま した。

１）募集力強化 －－一 挙園の強み （教育改善、就職状況、施設・設備等） の積極的情報公表

学科等の教育プログラム・特色・就職支援の積極ＰＲ

入学志願者の動向に関する調査の徹底

２）教育力発揮 一－－ ＦＤ を基盤とした基礎教育・正規教育課程改善の取組

グローバル化に対応する国際化教育の取組

学習・学生生活等の実態調査、並びに学生支援の課題設定に資する取組

３）研究高度化 一一一 大型研究費獲得 （外部評価向上）に繋がる高度な研究事業

教育改善の基盤となる研究事業の推進

地域活性化に貢献する研究事業の推進

４）就職力強化 一－－ 正規カリキュラムにおける就業力教育の取組

就職先企業等の開拓、 ネットワーク形成の取組

卒業生の進路、就職後の就業状況の改善に資する取組

５）経営力強化 一一一 ＭＰと財政計画の計画実現性を向上させる取組

ＩＲ（調査・分析、 情報公表） の強化

ＳＤ （事務職の職務遂行能力向上） の取組

（２）特別予算の編成（配分） 要領

上記の重点的取組を推進することを趣旨として、 当年度の特別予算の編成 （配分） は以下の要領で

行いま した。

ー）大学教学予算は 「平成２４～２６年度の３ か年合計で３億円」 の範囲で予算化する。 過年度に続

　

き、 ＰＤＣＡ サイクルの実質化 （厳格な予算配分審査、 取組の事後評価と次期見直しの徹底等）

　

を図る。

２）法人・大学事務局予算は近年拡大傾向にあるので、全体として所要の調整を行い、予算配分は、

　

Ｍｐに基づいて選択的に行う。

３）短大予算は、 現在の収支状況を鑑みて、～一層選択的予算配分とせざるを得ない。

（６）



４）高校予算は、 近年の生徒数増加に対応し得る教育環境の整備を、 財政的自立を与件として計画

　

しなければならない。

５）教学から要望される学生募集、 就職教育・就活支援及び資格取得支援の強化を目的とした予算

　

（教学要望予算） は、 いっそう 「教職協働・全学をあげて」 取り組み、 奏功するよう管理手法

等を改善する。

６）奨学事業等

，現行の特待生制度 （学業優秀者・特技優秀者活動奨励の授業料等減免） について、効果の検証

　

を行う。

・現行の経済事由奨学制度の拡大・充実 （授業料減免額の増額） は継続する。

．学生．生徒報奨制度 （学長表彰、 学部・学科表彰等） について、 さらに充実を日指し重要性の

検証を行う。

（３）ＡＰ（特別予算）の取組状況

１）学園共通及び大学のＡＰ取組

①全般的取組状況

　

ヒ記１１日１－（１）重点的予算配分の基本的考え方に基づいて、 関係の取組を積極的に行うため、 財政

計画を与件としつつ、 相応の高額な予算を配分しました。

　

なお、 全ての取組について、 取組成果を拡大するため、ＰＤＣＡによる進捗管理を徹底しました。

②学科等の取組

　

当年度は、２４年度～２６ 年度までの３か年問合計 ３ 億円の範囲で、 教育研究の質的転換に取り組む

下記の５０件について予算の配分がなされました。

学園共通及び大学教学の特別予算 （ＡＰ予算） 執行状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

学科・

専攻

個別の取組計画 －予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率

電子情報 ・学生実験機材の更新 （デジタルオシロスコープ、 デ

ジタルマルチメータな ど）

・創成実験としての光学実験環境の整備

・「ＩＥ技術展望」 実施に係る講師宿泊費・旅費補助

・ロボット工学入門におけるＳＡによる授業支援

・プログラミング演習のためのＳＡ 導入

・物理・電子情報基礎実験のためのＳＡ 導入

・論理回路におけるＳＡ導入 ５，５０６ ５，１８８ ３１８ ９４，２％

生命環境 ・生命環境科学科チューター事業

・環境計測機器の維持管理

・化学、 材料、 資源エネルギー、 環境分析、 バイオ、

食品関連の工場見学実施 １，５６０ １，５４８ １１ ９９．２％

（７）



知能機械 ・知的好奇心励起・教育システムの構築 （小型ガスタ

←ビンエンジン等購入）

・産業人基礎教育

・英語圏外部講師招晴 （知能機械工学専攻）

・ＪＡＢＥＥ認定プログラム継続のための教育力向上

・３ＤＣＡＤ （ＳｏｌｉｄＷｏｒｋｓ） システム年間保 守料 ４，８１６ ４つ４４５ ３７０ ９２．３％

電気 ・電気基礎学実験におけるバイポーラ直通電源設備の

老朽化更新

・Ｔｅｋｂｏｔｓ

　

ｐｌａｔＦｏｒｍｓ

　

Ｆｏｒ

　

Ｌｅａｍｉｎｇ に よ る，統 合 型 工 学 教

育プログラム実施

．エ ンジニアリ ングデザイ ン ロにおける実習環境

の充実

・社会人基礎力向上の教授・学習支援プログラム開発 ４，６３０ ４，５２８ １０１ ９７．８％

情報 ・情報工学実験ｎ （情報工学実験室） 実験機材の更新

・情報工学実験ｍ （実験室 ５‐２） 老朽実験機材の更新

　

（パターン認識装置）

・情報工学実験皿 （実験室 ５－１） 老朽実，験機材の更新

　

（Ｎ１ｏｓ開発キッ トＮＥＥＫ）

・ＨＣＩプログラミング教材の選定と導入 １１，５５５ ＝，３６８ １８６ ９８．４％

情報通信 ・情報工学応用実験の更新 （アンテナ実験設備）

・情報工学基礎実験運用のための不足機材導入

・情報工学応用実験設備の更新 （３Ｄ プリンタ、 メタ

ルプリンタ等導入）

・情報工学基礎実験 （マイコン実験） 設備の更新

・教育用ノートＰＣの更新による教育支援の強化 ８，０６１ ７，７１８ ３４２ ９５．８％

情報

システム

・情報処理工学実験における組込システムテーマ新設

・組み込みソフ トウェア充実のためのプロ グラミング

教材の開発

・高機能運動計測センサによる視覚的座標変換の理解

向上

・情報処理工学実験ロボットテ｝マの設備整備

・す吉報システム基礎実験におけるＰＣ 組み立て実験機

材の更新

・教員の研修による授業の改善

・論理回路における少人数実習の実現 （ロジック回路

ボード等導入）

・Ｂ６Ａ （学科イントラネット演習室） の設備更新に係

る保守メンテナンス費用

・ＪＡＢＥＥ受審の円滑な継続 ｌｏ，８５９ ｍつ３３２ ５２６ ９５．２％

（８）



社会環境 ・ＧＩＳ（地理情報） ソフト導入による教育環境整備

・ＩＳＯ１４００１を活用 した環境活動の推進

．少人数ＩＴ教育の設備改善事業

・学生参加型構内ビオトープ

・教養ゼミの統一教材による環境人間力の形成 ９，４１７ ９，３７８ ３８ ９９．６％

情報処理

セ ンター

・学生ノ←トパソコンの環境整備

２１，１９０ １９，２００ １，９９０ ９０．６％

工学研究

科

・オレゴン州立大学工学部と本学 （工学研究科〕 との

教育研究連携によるグローバル人材の育成

・協定校大学院での研究セミナー開催（南京理工大学） ３，４４０ ２，９３０ ５０９ ８５．２％

英語教育

ＷＧ

・エク ステ ンショ ンセ ンターとの連携 に よる

　

ＴＯＥＩＣ

対策講座・ＴＯＥＩＣＩＰ実施

・第二言語教育博士による英語コミュニケーション教

育講座の開講と講演会開催

・ 英 語 Ｅ‐Ｌｅａｒｎｉｎｇ（ＮｅｔＡｃａｄｅｍｙＳｕｐｅｒＳｔａｎｄａｒｄＣｏｕｒｓｅ）

継続保守 ２，３１５ ２，０４９ ２６６ ８８．５％

総合研究

機構

・次世代材料開発技術者養成に対応できる計測センタ

ーの整備 （ＦＥ‐ＳＥＭ 導入） ５６，８４０ ５８，４００ △ １，５６０ １０２．７％

合

　

計 １４Ｑ１８９ １３７，０８９ ３，０９９ ９７．８％

③大学事務局等の取組

　

特別予算の編成 （配分） 要領を受け、 ＭＰ、 部門別運営計画及び財政計画、 並びに国の補助事業に基

づく取組について優先的に予算配分しました。 併せて、 過年度の取組結果 （評価） を踏まえた取組の

質的改善を徹底し、「ＰＤＣＡ 予算管理サイクルの実質化」 に取り組みました。 （重点 ＡＰ

　

を選定し、 そ

れらの進捗管理や事後評価への関与度合いを高めるなど）

学園共通及び大学事務局の特別予算 （ＡＰ予算） 執行状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

学科・

専攻

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率

経営企画

室

・学部・学科再編計画及びガバナンス体制の改善

・経雀営・財務評価 （格付更新） による課題抽出と改善

・認証評価結果 （大学基準協会） の公表及び指摘事項

改善の取組

・第６次 ＭＰＶｉｓｉｏｎＢｏｏｋ製作及び外部発信

・経営判断に資するデータ収集・分析活動 （経営ＩＲ） ５，５１５ ４，９０４ ６１０ ８８．９％

総務課 ・事務職員に対する米国研修の実施

・教職員研修派遣 （ＬＥＡＤ） プログラムの実施 ３１，０００ ５３，０２８ 乙 ２２ｐ２８ １７１・１％

（９）



広報課 ・福工大ブランドイメージの創出 （媒体を活用した本

学の教育・研究・サポートの評価を高める取組）

・全学挙げての募集活動推進（オープンキャンパス開催）

・福工大ブラン ドイメ ージの創出 （ＭＡＬＴＡ

　

ジョイ ン

トコンサ←ト）

・福工大ブランドイメージの創出 （ホ－「ム ページ）

・福工大ブランドイメージの創出 （山口り県内での福工

大認知度アップの取組）

・福工大ブランドイメージの創出 （ＦＩＴ穫琢） ６１，５６３ ６１，２３２ ３３１ ９９．５％

入試課 ・接触者拡大に向けたチャンネル・媒体の活用

．全学挙げての募集活動推進（高校とのィ言頼関係構築）

・福工大ブランドイメージの創出 （模擬言黄義その他）

・ＷＥＢ出願システムの導入

・入試種別ごとのデータ追跡

・入試処理端末アップデート及び仕分け業務効率化 ６７，５９４ ６４，８７０ ２，７２３ ９６．０％

教務課 ・証明書発行機の更新

９，６９８ ９，６９８ ０ １００・０％

大学院

事務室

・大学院生の基礎力向上スキルアップ講座坐開講

９５０ ８５９ ９１ ９０．５％

学生課 ・サークル活動活性化策の積極的取組 （糸陸続）

・人間力及び生活力向上に向けた取組について

・地域共生事業 （キャンパスサミット） の推進

・留学生支援及び国際化教育推進

・第 ６４ 回九州地区大学体育大会 （イン力レ） 参加団

体への経費支援

・学生表彰制度の取組

・ＦＩＴ チャ レンジ奨学制度の取組

・学生相談室における学生支援体制の充実

・ＦＩＴ女子学生学習意欲向上のための情報交換会

（この他、 ラグビー部・硬式野球部・吹奏楽部・女子

柔道部の取組は一般予算で実施） ２ＱＯＯＯ １６，２４‐８ ３，７５１ ８１．２％

就職課 ・（学生の就職力強化） 就職支援事業

・（企業とのマッチング強化） 学内合同企業説明会

・（就職支援体制の構築） 保護者への就職ガイダンス

・（就職の質向上） ＯＢ就職企業へのアンケート調査

・（求人先企業拡大） ターゲット企業の開拓・発掘

．（就職支援体制の構築） 就職課員のキャリアカウン

セラー資格取得

・（就職支援体制の構築） 教員向け就職指導セミナー

（ｌｏ）



（就職課） （コーチング） 開催

・（学生の就職力強化） プラスワンプロジェク ト ２４，８４５ ２２，７９８ ２，０４６ ９１．８％

モノづく

りセンター

・学生のプロジェクト活動支援

・機器備品 （消耗品を含む） の整備

・モノづくり教育支援と啓蒙活動及び地垣或貢献活動 １１，０７５ ９，１７６ １，８９９ ８２．９％

国際戦略

室

・グローバル人材育成のための学生派遣

・日米学長共同型教育プログラム （ＡＣＥプログラム）

・キングモンクッ ト工科大学とのプログラ ム （タイ）

・南京理工大学との合同プログラム （予１薦教育、 スタ

ディツアー）

・留学生向け日本語学習環境づくりと日本＼語教育 ２５，６１７ ２３，３２０ ２，２９６ ９１．０％

エクステンション

センター

・資格取得支援のための取組 （ＭＯＳ 講座を、 日商簿記

検定３級、ＩＴパス ミート、 基本情報技術者） ３つ５７６ ２，８１４ ７６２ ７８．７％

ＦＤ 推進

室

・授業評価アンケートの実質化に向けた己改善

４，９９０ ４，９８９ Ｉ ９９．９％

大学・地

域連携推

進室

・大学間連携プロジェク ト事業運営費

３，０００ １，８２６ １’１７１ ６０．９％

合

　

計 ２６９，４２３ ２７５，７６９ ‘ ６，３４５ １０２，４％

２）短大のＡＰ取組

①全般的取組状況

　

短大では、 特に、 学生募集、 教育改善、 就職・進学の支援に重点を置いて取り組みました。 これら

に関 して、 体験授業・出張講義等の開催、ＩＴ、 簿記、 ＣＡＤ 等の実用性の高い資格取得講座の開催、 個

人別目標の到達状況確認や自己の振り返り等に取り組みました。

（千円単位）短大の特別予算（ＡＰ予算） 執行状況

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率

・高大間の継ぎ目のない学習継続を目指す新入生入学前教育、

大学編入対策講座の早期実施、 低学力対策としての数学・国

語等基礎講座の開講、講義 ＰＤＣＡ サイクルによる授業改善の

徹底と外部ＦＤ講習会への参加など

・学生カルテを活用した個別指導や障害学生への支援の徹底

・進路設計科目を活用した各種講座やセミナー、 資格取得支援

など

・モデル校 （協力校） との連携教育実施、 高校訪問、 自己推薦

対話型入試制度など １７，６３３ １５〉５１０ ２つ１２３ ８８．０％

（＝）



３）高校のＡＰ取組

①全般的取組状況

　

高校は、 個別指導の強化等によって進学・就職実糸漬を向上させ、 中学校 （中学生、 保護者、 進路指

導者）．学習塾の信頼を得る必要性が高いことを確認 し、 当該取組に相応の予算を配分し積極的に実施

しま した。

　

また、 これらの成績向上の土台となる心身の健全－育成・強化に向けて、 課外教育活動も積極的に支

援しました。

（千円単位）高校の特別予算（ＡＰ予算）執行状況

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残‐高

予算

執行率

・情報教育推進のためのＰＣ演習室ＰＣの更新

・補習教育の拡大、 受験対策の強化 （小論文指導強化等）、 教科

教育力向上 （教員研修）、ｕ類受験対策強化など

・進学に向けた動機付けのための大学視察など

・中学校・塾訪問の拡大、 保護者説明会拡充、 中学生の体験学

習会実施など ３０，０００ ２８，７５４ １つ２４６ ９５．８％

（１２）



２． 定常的取組 （一般予算によって実施した取組）

（１）一般予算編成の基本的考え方

　

各設置校の学科等や事務局での定常的な活動の費用 （毎年定量的に発生する消耗品費、旅費交通費、

印刷費など）、 並びに施設・設備の現状維持に要する 費用 （光熱水費、 賃借料、 小規模な修繕費など）

は、 この一般予算で実施しています。 この予算は、 教育研究活動の基盤的経費であることから、 定常

的活動の質．量を継続的に維持するため、 毎年度の収支均衡を前提にした上で在籍学生・生徒数 （学

校運営の規模） に応じて予算額を決定することを基本としています。

（２）一般予算の編成（配分）要領

　

当年度は、 次の予算編成方針 （平成２６年３月 ２８

　

日理事会・評議員会決定） に基づき予算配分を行

いま した。

１）大学教学予算は、 学納金収入に見合う予算額の奉銭囲内で、 学部・学科、 研究科、 共同施設等が

　

自主．自律的に活動し活性化することを期待・尊重して、 現行の予算配分制度を継続する。

２）短大予算も、 大学と同趣旨から学生数を基礎とする算定方法とするが、 収支状況の改善に向け

　

た予算措置として、－－定の削減を継続する。 この予算枠内で重点配分に努めなければならない。

３）高校予算は、 生徒数を基礎とする算定方法を継続する。 また、 諸活動の活性化及び生徒数増加

　

への対応経費は 「収支の均衡」 を要件として慎重に行う。

４）事務局予算及び施設・設備管理予算 （管財課経常予算） は、 総額において前年度予算額を当年

　

度配分額の目安とする。

（３）一般予算の執行状況

　

当初予算の総額 （配分調整後の当初予算 １６．２６ 億円） は、 学生・生徒数の減少（収入減）や派遣職員

の直接雇用（当該経費の人件費予算計上）等を理山に、 法人全体で前年度比 ２．４％ （０．４ 億円） の減少と

しました。 また、 予算執行実績は１６．３４億円となり、 前年度比３．４％ （０．６億円） の減少となりました。

各部門の予算執行状況や超過理由等は次のとおりです。

「）大学教学予算

予算内での執行であり問題等は生じていません。 予算残額 （１６，４７６ 千円） は、 学部予備費や学科共

通費、 個人研究費、 図書館資料代 （洋書籍類の電子化） 等に余剰が生じたことによるものです。

２）短大（教学・事務共）予算

　

予算内の執行となり上記と同様に問題はありません。 なお、 短大では収支改善策の一環で教員の個

人裁量予算縮小や重点配分の強化などを行いました。

３）高校予算

　

前年度と比べ、 予算超過額は大きく縮小し、 改善しました。 生徒数が拡大し、 経費が増加する中で、

予算の執行管理は前年度にも増して更に精微化したことは評価できます。

４）大学事務局予算

　

入寮者の増加による学生寮運営経費増、 学生支援拡大 （クラブ・サークル活動支援のための貸切バ

ス運行経費、 学生の厚生・福利等） 等により予算超過となりました。

（１３）



５）施設・設備維持予算

光熱水費や施設維持費用が増加し予算超過となりま した。

　

なお、 四半期 （３

　

か月） ごとに執行状況や計画変 更の調査 ～点検を行い厳格な予算管理に努め、 上

記予算超過に当たっても事前の承認手続き （重要性半り断の協議など） を適正に行っています。

（千円単位）一般予算の執行状況

部門等 予

　

算 決

　

算 差

　

異 予算執行率

①大学教学 （学科、共同施設等） ４０１，６９０ ３８５，２１３ １６，４７６ ９５．９％

②短

　

大 １３，３７８ ｌｏ’７１０ ２，６６８ ８０．１％

③高

　

校 １５１，８００ １５２，３０１ △５０１ １００．３％

④大学事務局 ６１９，３８４ ６３８，７６９ △ １９，３８５ １０３．１％

⑤施設・設備営繕（管財課） ４４０，０００ ４４７，９４７ 乙 ７，９４７ ｌｏｌ．８％

合

　

計 １，６２６，２５２ １，６３４，９４０ △８，６８８ １００．５％

３． 奨学事業 （学業・特技特待、 経済的困窮者救済等）

有能な学生．生徒や、 経済的理由によって学費の納付が困難な学生・生徒に対し、 学費の一部を補

助し、 学業の奨励・学習機会の均等に資する奨学事業を行っています。

　

全体として、 事業規模が拡大していることから、 下表の奨学事業の趣旨に照らし、 今後、 詳細な事

業効果の分析を行う予定です。

（千円単位）奨学費・対象人数の状況

　　

奨学の趣旨 大学 短大 高校 合計

学業奨励 ７４，３３０（１９２名） ７，７２５（２０名） １０８，５４３（３４２名） １９０，５９８（５５４名）

課外活動奨励 ５５，９６２（７６名） ２１２９９（９４名） ７７，２６２（１７０名）

経済的事由対応

　

＊ｌ ４０，０４５（１１８名） ４，２８５（１５名） ４４，３３０（１３３名）

国際交流支援 １７，６５４（４５名） １７，６５４（４５名）

その他 ６，８３０（７０名） ５，１００（３０名） １１，９３０（１００名）

合

　

計 １８７，９９１（４３１名） １８，８４０（１０５名） １３４，９４２（４６６名） ３４１，フ７４（１，００２名）

＊１

　

留学生に対する経済的事由対応人数 （５３名） を含む。

（１４）



４． 施設投資等の活動 （教育環境整備）

（１）第６次ＭＰの施設・設備投資計画への対応

第６次 Ｍｐの策定と第３次財政計画の改訂における議論で、 これからの施設・設備の整備は、「第６

次 Ｍｐ 対応予算」 を確保し、「九州 ＮＯ．１の教育拠点の形成に資する次世代型教育研究環境の整備」 を

中心に置いて積極化することが確認されました。 この考え方に沿って、 当年度は下表のとおり、 校地

拡大、 新たな教育ニーズへの対応、 教育・研究の基盤的ハー ドウェアの更新等を行いました。 計画途

上ではあるものの、学内外から「学生・教職員の活発Ｒな動きに役立っている」 等の評価を得ています。

　

なお、 第 ６次 ＭＰ や過年度の予算委員会等の議論を経て、 次期施設・設備整備計画の準備を始め、

その計画の方向性等を平成２５年７月の理事会で確貫忍し、 種々の整備ニーズ調査やその対応の検討を経

て、 平成２７年３月の理事会．評議員会で 「第ｍ期施設・設備整備計画」 として決定しました。 この言－－

画は、 アクティフフ－－ニング授業に対応可能な教室整備、 研究高度化のための新たなスペース創出な

ど、 ８ つの総合的日標 （下表参照） で構成し、「九州

　

ＮＯ．１の拠点形成」 に向けて実行に移すことにな

ります。

（千円単位）第６次ＭＰ対応予算の執行状況

目標 趣旨・取組内容等 事業経費 具体的成果等

次世代に向け

た先行的環境

整備

．Ｄ棟南側隣地 （駐輪・駐車場）

購入
・ＦＩＴアリーナ西側 隣地購入

２６２，９８４ ．校地 （２，７１７話 （８２３坪）） 拡大

・遊休地 （約２００坪） の有用化

新な教育・研

究ニーズへの

対応

・アクティブラーニング教室整備

・同上自習スペースの拡大

・国際化教育スペースの創出

７１，８６６ ・全学的にアクティ ブラーニ ング

授業の導入に繋がった。（文科省

の支援事業に採択）

教育研究の基

饗宴的ハー ドウ

エアの更新

・教室・研究室のＩＣＴ化（８教室）

・実験・研究室の安全対策

（有害気体等の局所排出装置等）

６９，３６１ ・上述の成果の他に、 大学基準協

会の指摘 （第三者評価） に対応

した。

合

　

計 ４０４，２１１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

第１ー１期施設・設備整備計画の８つの総合的目標

１）アクティブラーニング授業に対応可能な教室整備

２）研究高度化のための新たなスペース創出

３）ＩＣＴを活用 した図書館・情報処理セ ンターのリノベーショ ン

４）学修・寛ぎのためのラーニングコモンズ整備

５）１Ｄ・地域連携機能集約のための環境整備

６）学生サービス・就職支援・グローバル化のための機能強化

７）学生を対象としたキャンパスライフ支援のための機能強化

８）「九州Ｎｏ．１の教育拠点の形成」 に向けた上記７つの総合的目標の統合・補完的施策

（１５）



（２）経常的な施設・設備の整備

１）学園共通・大学・短大

取組の内容等 事業経費 具体的成果等

経常的設備の

更新（主に環

境配慮型）

・α棟冷暖房熱源設備の更新

・坦心寮受水・給湯設備の更新

・その他受水・排水設備等の更新

７７，１４７ ・電気使用量の節減等に大きく

貢献する見通しである。

・学生寮の生活の快適性が向上

同上

（主にバリア

フリー型）

・校舎出入口扉の自動ドア化

・キャンパス内通路の路盤整備

・Ａ棟教室建具類の更新

２８，０６０ ・ キャ ンパス全域のバ リアフリ

ー化が完了

・Ａ棟全域の美観的向上

その他 ・その他経年劣化の補完的修繕 ４５，８２６

合

　

計 １５１，０３３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

（千円単位）

（千円単位）２）高校
′
取組の内容等 事業経費 具体的成果等

授業環境等の

改善

・工業科ＰＣシステムの更新

・教務セキュリティシステム更新

・工業科電気実験設備の更新

３１，１８０ ・学習・実験テ ーマ ア ップデ」－

トにより教育内容一新 （国・

福岡市の補助対象）

課外活動の

環境改善

・吹奏楽部の楽器購入

・体育用具の購入

２，２０６ ・安全対策が向上

その他経常的

設備の更新等

・生徒昇降口等の自動ドア化

・排水設備の更新

２１，０００ ・バリアフリー化 の拡大 （国の

補助対象）

合

　

計 ５４，３８６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

（１６）



５．重点的取組 （特別予算（ＡＰ））の取組成果等

（１）ＭＰ（中期経営計画） 基本戦略（総合的目標）の到達状況（当年度評価）

総合的目標 到達状況 （主な取組・成果）

教育力発揮 ①学部・学科及び ＦＤ 推進室、教務・′学生部等の関連事務局の ＡＰ（教育改善の取組等）

　

は約１８２件を実施、うち約８割が目標達成率８０％以上である。 Ｇ過年度から継続）

②教育の質威ム 地域貢献、 企業三食也大学連壌え グローバル魚の ４ 項目全穂勢鶏」

　

私大等改革総食窓媛鴎も業に選定されたん（全選定は全国約９４０嬢のうち僅か８校）

③就業力育成、 主体的学修促進等新たな教育内容・方法について、 採択難易度の高

　

い国等の支援事業に数多く採択された。 （後述２１頁 「国等の補助事業の採択」）

研究高度化 ④桃滋研究費採択鎌数は近年、 毎年芝豊袈』入２６年度は４１件採択Ｊ２４～２６年度穀急

変生合計で１２０件採択 （２１～２３年度 （７３怯え の約Ｌ６燈）） となった。

⑤企業等との共同研究や受託研究は？舌発化し、 近年５ か年で １６０ 事業を実施した。

⑥文科省 「私立大学戦略的研究基盤汗ラ成支援事業（極めて採択難易度が高い事業）」

　

に、 情報・環境・モノづくりのすべての教育・研究領域で採択された。（先端計測

　

技術研究センター、ハイテクリサ← チセ ンター、マイクロ／ナノ金型開発セ ンター）

就職・進学

力強化

⑦大学・短大の就職率（就職内定者／就職希望者）は共に全国・福岡県の平均水準を上

回った。（２６年度就職率は大学学部 ９８．５％、大学院９０．０％、短大９７．５％、高校ｌｏｏ．０％）

⑧高校の国公立大等合格は改革日標（１００名以上合格）に継続して到達した。 当年度

　

は関東・関西の難関私大（東京６大等）の合格実績が良好（前年比１６７％）であった。

⑨衣裳・短大の「進墜決定重錫蝶夏藍ゑ友弘 や「キャリア教育と就活支援の版系日１が

評価されｔ、－全国に胸竣工環凱介肌隻足銀基学－２６年１２月 号） された。－

募集力強化 ⑩家業は、９年連続で志眼費辺遇資力＝（実志願煮銭逓増吏戚^ し、入学者も所定人員を確

爆』左＆これに銭熱ふ 入試・入学芝敬過度・入学者学力は回上した。

⑪短大の志願者も、 大学と同様に増加傾向である。（２７年度入試は、近年ｌｏか年で

　

最大の志願者を確保した。）

⑫高校は、平成１２年 （改革元年） 以降毎年志願者が増加し、「県下でトップクラス」

　

を維持している。（２７年度入試は県下で最高の志願倍率 （２年連続） となった。）

経営力強化 ⑱当年度は、ｌｏ年連綾でほぼ当初予算通りの厩属収支差胆プラスを敢上した。また、

Ｕ期連一統玉法訟凋設以来最大のり蚤属収入額憲殿数 経常活動べ←ス） した又へ

⑭経営・財務運営・情報公表システム（私大等経常費補助金特別補助「未来経営戦略推

　

進経費」採択）は、継続して高い評価 （外部発表、学術研究誌掲載） を受けている。

⑯経営．財務の外部評価において 「Ａ」 評価 （Ｒ＆１）・「Ａ＋」 評価 （ＪＣＲ） を取得し

　

た。 経営手法や経営指標に対する評価・コメントはさらに向‐上している。

（１７）



（２）学園運営の中長期的評価

１）私立学校法の改正 （平成１７年４月）

　

平成１７年４月、 私立学校法は 「学校法人が急激な社会状況の変化に適応すること」 を主眼として大

幅改正が行われました。 理事会・監事・評議員会制度の法定蕉（理事会の楓限・役割の拡大・明寵化な

之と、それらのチェック梯能強化としての財務′腕艶等公開義顛覆魚（事業註拠告書、計算書類笠蝦嬢柊延製亘裂蹟

擬提供等）等によって、学嬢法人が様々な課題に戚 て主佐敷鱒数動的に支迎応することを促すものですん

　

当年度は、その改正私学法が施行されて１０年目になります。 そこで、 その転換点から今日まで、「当

該趣旨に沿って諸活動が行われたか、その成果創出はどうであったか」等の評価・まとめを行いました。

２）諸活動の実施状況と成果

①経営状況

前述の 「Ｍｐ の当年度評価」 のとおり、 ＭＰ の５つの戦略領域のすべてにおいて、 諸活動が活発にな

され大きな弱果を剣供していると評鮫できます。 この要因は、それらの活動基盤・体拠蝦整嬢 （土台づ

三且 を理事会・教職員Ｕ斜動のもとに全洋 をあげて構築・発展させてきたことであると判断します。ハ

　

「ＰＤＣＡ

　

による経営管理や取組管理」 とこれらをより確実に行うための 「予算管理と情報公表」 の

連関の仕組みは、 学園の活力・活発さ・その成果を向上させるシステムとして全国発表 （１４ 回） の機

会を得て、 学校経営研究誌等で幾度となく紹介 （１９誌 （学術新聞除く）） されました。

　

歎こ、Ｊ王鳶 １８年Ｍ度基部穀学省委託研究報貴 大学経営強化事例集～大学経営を成功もこ導〈ために

～ （日本私立学校振興・共済事業団発行）』」底患お１隻エミＭ当調査研究の対象となり、数少ない好事鯉鼠

して紹途されたことは、 上述の法弦正の趣員に適うものとして裏^～亘翌前していますん

②財務状況

　

１７年度から２６年度までのｌｏか年連続して理事会与件（当初予算）に基づく帰属収支差額プラス（経

常的収支の黒字） を安定的に確保しています。 この間の財駿運営の基本方針は、ｒー頁 ≦ 「財政の健

全性・低楚Ｍ費」羊敷金の教育研究への損錘還元の並立輸蝦豪迭バランス之↓ でぁり 今日の講活動の活力

・活発さ・成果拡大に貢献していると判断されま土 帰属収入の拡大が実現 （２２～２６ 年度は連続し

て法人開設後最大の帰属収入額を更新） し、 これを原資として教育研究予算の拡大 （教学予算や事務

局予算の増額） をしてきました。

　

なお、 教育研究環境高度魚に腹けた施設・該鞭駁巌資は、 計画的に「全額自己資金まで行い そのうえで

将来の展開力も想応に室敷琵Ｍ臭運用資産 （施設引当資産や流動資産Ｌは１３０億円を確爆ぇ していま士。

③国の補助事業 （国公私大の競争的資金、 私立大学等経常費補助金特別補助、科学研究費等）

　

国の支援事業等の採択結果は良好です。 これは、 本学における対象取組が、 計画性が高くその成果

創出の見通しが明確であることの裏付でもあります。 過年度ｌｏか窯の節累計でちょうど５０性嵐 蝦肋額

親漆瓢円

　

懸豪農等経常費補助金は除く）） もの採択・選定を受けふ特に、 漣空ふ 採択銭数嬢醍醐Ｐ傾向に

あることはＭ教宜研究の活性度・質の向上が図られていることの延と言えま士 もとより、「財政健全

性．低学費．教育研究への積極的資金投下の高次バランス」 の実現に大きな貢献がありました。

④教育改革・改善の取組

　

上述の国の支援事業の良好な採択結果に加えて、 私立大学等改革総合支援事業の４項目全選定（教

（１８）



育の質的転換、 地域社会への貢献、 企業・他大学連携、 グローバル化） を受けました。 これは、 変色

的・多方面にわたる教育力の廷力 （組総・体龍斐浄Ｊ境涯達Ｊ蝦ョ係の取組

　

それらの爆延性を端的に表

す重要な鎧標であると孝えられま±

⑤キャリア教育・就活支援

　

学生・生徒の進路決定を重姐」送それを向上させる考え方や取組は その多くが外部から豪瓜註価さ

れていま土ん当然のこととしてこの評価は、 就職関係指標が、 全国・九州・福岡の平均的水準を上回

って優位に推移 していることによります。 この要因 は、 種々 の就活支援策を 「キャリア プラ ンニング

支援」 として総合的に確立したことや、 正規教育課程に 「就業力育成」 を組込み、 学生の実力向上な

ど相応の成果を創出したことであると判断しています。 これらは、壷拠取組の起点となった 「呈び直し

ブラスワンプロジェクト （就職禿決定裁こっいて空後に進路決定するまで数道真・支或髪する住組み）」 を

始 期こ、 ほとんどの取組が国の支援事業笠に選定・採択（７ィ洩されましたん

⑥学生・生徒の課外活動

　

強化クラブ （大学：硬式野球部、 ラグビー部、 吹奏楽団、 柔道部、 高校：野球部、 吹奏楽部、 剣道

部、 柔道部、 ラグビー部） はもとより、 アイスホッケー、 準硬式野球等のスポーツや環境活動、 ボラ

ンティア等学術・文化の一般クラブ・サークル活動が活発化しました。 特に２６年度は入仙
一般のクラブ

・サークルの入賞・上嬢大会出場は１７団数本／ 個人で２７回を数えふ煙めて好感猿 （Ｆｏｒａｌｌｔｈｅ ｓｔｕｄｅｎｔｓ

禦鷺神に基づき泌Ｊ呈長・校長等の表彰を実施えでした。

⑦志願者・入学者の状況

私学法改正後のｌｏ年間、 前述のとおり 「大学が９年連鏡で志願者を増加させたこと」 をはじめとし

て、継続的に増加し、入試・入学難易度も向上しています。 教育・研究環境整備殿積極化したことやふ

教育・郎究・就職支援・課外活動等の活発さやその成果森堕在化し入之短朝暮副蕪変更向上してきたことが

要因であると史照新しています。教育研究活動報告書のアンケート調査では、「施設・設備の整備度合い」

「教育の充実度」「研究の活発さ」「就職支援の充実度」 が高く評価されており、 これらのことが裏付

けられます。

⑧学園の総合的外部評価

　

格付会社の評価は、 諸活動全般において評価内容、 評価符号ともに向上しています。 特に、 教範数

革÷改善の進展生就職関連麹嬢の裏吏立安定の度食いについて、 その認煙内容は大幅に直上しました。

　

また、 全国の高校の進路指導担当者や事務局長の評価 （大学ランキング等） において、 多くの評価

指標で九州地区の最上位、 全国でも上位 （就職支援１１位、 経営２１位など） の高い評価を得ました。

３）次期ＭＰの策定に向けて （「平成２７年度事業計画書」 より関係部分抜粋）

第７次マスタープラン、 第４次財政計画について、２７年度はそれぞれの前次計画のまとめと次期計

画策定の議論を行います。 そこでは、 嬰九州 ＮＯ．１ の教育拠点魚の方針 （教育・研究活動、 キャリア

教育と就活支援の改善・高度化の基本的考え方と方策など）、＠いっそ之薄週な財政基盤づくりの方策

（学納金改訂、短大財政健全化など）、＠次世代の数頁・研究ニ」ズに対応士ゑ人的・物的投資の計画

と原資の確保 （３設置校独自の学校運営や財政運営の計画など） 等が主要なテーマとなります。

（１９）



（３）ＡＰ全体の進捗状況

　

本学では、 前述のとおり定常的な学校業務とは別に、 ＭＰに基づいてＡＰを策定し、 全学を挙げて実

行しています。 これらの進捗状況は下表のとおりであり、 全体の約 ８ 割 （７６％） が 「８０％以上の目標

達成」 となり良好でした。

　

なお、 進捗度が

　

５０％未満であった取組を中心として、 その原因、 阻害要因、 今後の解決等の方法に

ついて、 各セクションが自主的に明らかにした上で、 それらのことについて、 設置校別 （大学は教学

と事務局別） に報告・検討会を行い、 確実な改善に砦繋しげています。

ＡＰの部署等別進捗状況

部署等名 事業等数 進捗度別

　

事業等数

１００‐８０％ ７９‐５０％ ５０％未満

指標 フ０ロセ ス 指標 フ０ロ セ ス 指標 フ０ロ セ ス

工学部

情報工学部

社会環境学部

４２

　

４

　

５

　

ｍ

刀

　

３

　

３

　

６

ｎ
Ｖ

　　

７
ナ

　　

へ、ノ

ｎ×Ｕ

　　

▲４

　　

１
・

（
Ｕ

　　

ｎ
Ｕ

　　

ｎ
Ｕ

１
１

　　

１１

　

（Ｕ

ハＵ

　　

Ｕ^

　　

（
Ｕ

工学研究科

社会環境学研究科

総合研究機構

２４

　

３

　

１

　

３

「ｊ

　　

＝^ｖ

　　

ｎｘＵ

Ｉ

Ｉ

２

９

０

２

０

２

Ｉ

Ｉ

０

０

０

０

０

大学事務局 ２３７ ７８ ９６ １７ １８ １１ １７

３

０

短大学科

〃事務室

ｎＸＵ

　　

７
ｆ

′ｈＵ
１
ｉ

　　　

ｒ、Ｊ

（乙 ３６

０

５

０

０

０

３

２

高校課程

〃事務室

５１

　

３

ｌ
ｉ

　　

＝^ｖ

へ乙 １８

３

２

０

７

０

２

０

Ｉ

０

　

合

　

計 ５０３ ２０８ １７７ ４８ ２８ ２１ ２１

」進捗度占有率 １００％ ４１％ ３５％。 １０％ ６％ ４％ ４％

　　

ノ

（２０）



（４）国等の補助 （支援）事業の採択

　

就業力育成や１ＣＴ活用の教育改善等の取組や産官学連携等の研究高度化・実用化の取組について、

国等の支援 （補助） はそれらの重要性、 計画性、 成果見通しの確かさ等が審査され、 優良な取組が補

助採択されます。 本学では、 次の取組等が採択されま した。

事業の目的 （申請タイトルなど） 支援機関 採択年度

国公私立大コンソーシアム・福岡－地域からアジアへ、 環境エネルギー問題へ挑む一

進路保証プログラムによる教育システムの質保証 （短大）

短期大学コンソーシアム九州・地域の人材養成のネ受割・機能強化

キャリア プランニング支援と就活学び直 しプラス ワ ンプロジェク ト

「４つの力」 育成によるキャリア形成支援

教育研究・経営・財務諸活動の評価・情報公表システム

地域力を生む自律的職業人育成プロジェクト

産学協働教育による主体的学修の確立と中核的・中堅職業人の育成

未来像を自ら描く電気エネルギー分野における実践的人材の育成

画像・し←ダ技術応用の津波等防災・減災技術の石研究事業

ＩＣＴ情報処理センター新教育システム （４事業）

次世代材料開発技術者養成のための計測センター整備（ＦＥ‐ＳＥＭ等導入）

人やモノの動きを計測するモ←ションキャプチャー装置システム

アクティフフーニング型授業の推進プログラム

文科省

私学事業団

文科省

文科省

文科省

私学事業団

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

２０年度

２０年度

２１年度

２１年度

２２年度

２３年度

２４年度

２４年度

２４年度

２５年度

２５年度

２５年度

２６年度

２６年度

（５）教育改革．改善の全般的な取組成果 （「教学特別－予算実績調査総括」等より関係部分抜粋）

１）取組成果等確認の目的と方法

本学では、 社会や学生・生徒のニーズに適合した 「教育の質保証システムの構築」 を日指している

ところです。 当年度も、ＦＤ 推進委員会や予算委員会の議論に基づき、「ＦＤ

　

を基盤とした教育改善」

に向けて様々な取組を行いました。

それらの取組のうち、 学科単位で実施する教育改善等の取組については、 大学予算委員会の 「教学

特別予算の成果確認」 において、 教育の質の維持・向上は図られているか、 そのために予算制度は有

効に機能しているか、 国費等の助成要件への適合はなされているか等の視点で事後評価を行い、 成果

度合いを高める取組を行っています。 当年度は、２５ 年度に行われた取組の成果確認・事後評価を行い

ま した。

２５年度教学特別予算 （一部、２４年度の未調査分を含む） を使って行った取組は合計で４８件 （うち、

成果確認の対象は４５件、 他の３件は当年度が準備年度である等により調査の対象外） あり、 これらの

取組について基本的に成果報告書（学科等の自己評価）の提出を求め、 加えて金額的重要性や取組形態

の特徴に応じて成果発表会での相互評価、学科等の自己評価とその事務局点検、事務局の簡易的点検、

並びに機器備品利用状況調査の ４ 区分で調査を行いました。 この中で機器備品利用状況調査は、 一定

金額以上の機器類をピックアップし、 現物実査及びヒアリングによって重点的な調査を行いました。

（２１）



①学科等の自己評価及び成果発表会での相互評価

　

調査対象事業のうち、 金額的重要性の高い （２００「５‐円以上） 取組 （８件） については、 実施状況やそ

の成果について掘り下げて確認し、 学科相互に評価 を行うことが全学的な教育改善に資するとして、

発表会形式の成果報告会を行いました。 この報告会 ま、 評価者 （予算委員） が以下に記載する

　

６ つの

視点から取組評価を行いました。

取組の事後評価の視点

評価項目 評価の視点

（ａ）計画実現性 計画に基づいて取組は行われたか。

（ｂ）目標達成度ｌ 計画どおりに成果確認がなされたか。

（ｃ）目標達成度２ 当初予定していた成果が創出できているか。

（ｄ）次期考察度 結果に対する自己評価が次′朝の改善に向けてなされているか。

（ｅ）予算計画性 予算に基づいて取組はなされたか。

（り経済効率性 不要・不急の支出はないか、 節約は意識されているか。

②学科等の自己評価及びその事務局点検

　

ヒ記の相互評価対象取組を除く３３件の書面調査対象の取組について、 昨年と同様に当初計画書、 学

科等の自己評価及び成果報告書に基づき、 上記と同じ視点で事務局点検を行いました。

③事務局の簡易点検

　

ＪＡＢＥＥ 関連の取組 （３件） については、 これまで取組そのものが ＰＤＣＡ を活用した改善活動である

として、 予算配分審査～成果確認の諸段階を通じて取組形態や関連費用の執行確認に留めました。

④機器備品利用状況調査

　

一般予算で導入した設備類 （以下 「一般予算設備」）８６ 点及び特別予算で導入した設備 （以下 「特

別予算設備」）８４ 点について、 利用状況の確認に重点を置いて調査を行いました。 管財課担当者が総

合研究機構、 吉報処理センターの立ち会いの下で、 取組 （研究） 代表者等に対して、 現物の確認、 機

器の状態及び利用状況などのヒアリングを行い、 管理台帳等で、 それらの裏付けを行いました。

２）確認できる取組成果等

①全体的な評価傾向

　

発表対象８件の得点 （評点 （１００点満点）） の状況について、 最上位の評価 （得点） は昨年度と同水

準 （８４ 点） でした。 最下位は ７０ 点で昨年に比べ向上し、 最上位から最下位までの得点差は縮小、 低

評価される取組は減少の傾向にあり、 全体的な評価向上が確認されました。 今後、 さらにこの傾向を

強めるために、 高く評価された取組は何某かの顕彰と対象とすることになりました。

　

発表対象外の取組（２５件（学科等自己評価と事務局点検２２件、事務局簡易点検３件））についても、

総じて評価の向上が確認されました。

　

設備利用状況調査について、 特別予算設備は、 過剰な品質・数量の調達はないこと、 計画どおりに

教育研究に利用されていること、 物品の保全管理に問題はないこと、 さらに、 今後の利用計画も相応

に見通しがなされていること等が確認されました。 また、 一般予算設備については、 現物の有無、 管

（２２）



理者・利用者の確認、 機器の状態、 使用状況の ４ ｃ）の視点で調査を行った結果、 いずれの項日も問題

は見られませんでした。

②改善点の確認

評価視点のうち、「目標達成度 １（計画どおりの成果測定度合い）」 と 「経済効率性」 の評価が向上

していることが確認されました。 これに伴い、 過年度の成果発表会における問題・課題の再々の指摘

が改善に繋がっているとの確認を行いました。

③課題・問題等の確認

　

上述の改善評価の一方で、「日標達成度 ２（成果倉り出度合い）」 と 「事後評価 （次期見直しへの言及

度）」 は、 従前どおりに相対的に低評価に留まりました。 いっそうの成果創出に向けては、 自らの取組

を自らで厳しく確認・評価する意志やその手法には、 未だ課題があることの確認がなされました。

④改善に向けた考察

高い評価の取組については、 計画手法や内容について共通点が確認されました。 手法については、

学科等での事前協議が十分に行われていることや計画審査会 （計画段階） で指摘を受けた不明点や改

善提案に対して何某かの対応が図られていることであり、 内容については、 現状の問題が具に確認さ

れていることや教育 （研究） の改善 （高度化） に向かう道筋が明確にされていること等です。 次年度

以降の計画審査会や成果発表会では、 これらのことの改善を促すことが確認されました。

（２３）



（６）教育内容と方法の改善（広義のＦＤ）の取組状況

１）ＦＤの取組状況

　

国や社会の様々な教育ニーズに関して、 本学の役害－Ｊとして①教育の質的転換、 ②地域社会貢献、 ③

幅広い人材育成、 ④産業界．他大学等との連携、 ⑤教育のグローバル化への対応があり、 それらを具

現化させるために広義のＦＤ 活動を行っています。 特に、 ①教育の質的転換に関しては、ＦＤ 推進機構

を設置し、 基礎学力、 就業力、 専門的技能等を向上させる取組等を行い、 更に積極化・実質化するた

めに学生表彰制度の構築、 授業アンケート活用等のデ舌動を行っています。 これら諸活動の ＰＤＣＡ は、

個々の ＦＤ の取組を磨き高め、 各学部・学科等の様々な取組を総合的・体系的なシステムとして、 統

合．拡大．充実させることに貢献しています。 なお、 取組の多くは文部科学省の支援事業に採択され

ています。 これは、 国や社会の求めに適合し、 期待度ｉが高まっていることの証とも言えます。

広義のＦＤの取組

主な取組 取組の趣旨、実施状況等

入学前 教育（ｅｌｅａｍ１ｎｇ 方式等）の実

施

高校と大学での学習の接続を円滑にして、 かつ、 大学での

専門教育の墓鞄盤となる基礎学力を補完するため、 推薦入学

予定者に学習課題を課し、 自主学習を促している。

入学前オリエンテーションの実施 大学での学習面・生活面などの様々な不安や悩みを和らげ

て学生生３活を始められるよう、 新入生同士のコミュニケ－

ションを図り、 学生生活全般を紹介している。

フ レッシュマ ンスクールの運営 大学生として学修していく上で必要不可欠な基礎学力を養

成し、 基本的な学修習慣を身に付ける。 個別学習相談・個

別指導を実施し、 学生をサポートする。

学生表彰制度による優秀者表彰 各学部の表彰基準を設定して学業優秀者、 推奨資格取得者

等の表彰を行い、 学生の学習意欲の向上と実践的知識・ス

キル取得を図る。

課題解決型学修方法等の新たな教育

手法の導入

従来型の教育手法 （講義・演習・実習の組み合わせ等） に

対して、特定の課題設定とその解決策を探る教育手法（ＰＢＬ）

等の学習意欲を高める新たな教育手法を試行している。

ＦＤ研修会の実施 新たな教育手法や次世代型の教育環境等について試行し、
より効果的な授業方法等の開発・情報共有を行う。

授業アンケートの実施 学生の授業評価・意見等を積極的に教育手法等の改善に役

立てる。授業改善のポイントを共有化し、授業改善のＰＤＣＡ

を機能させる。

ＦＤ アニュアル レポー トの作成 教育改善取組の ＰＤＣＡ をより確実にするため、 様々な取組

を総括し、 情報を公表する。

キャリア教育の推進 正課及び正課、外の学修を通じて学生のキャリアに関する意

識を醸成し、 就業力を高める。 また産業界のニーズに対応

した 「キャリア形成プログラム」 を実施する。

（２４）



産業界・他大学等連携、地域社会貢献の取組（文部雫斗学省補助事業選定の取組）

ブーマ 取組の趣旨、 実施状況等

中長期・実践型インターンシップ推

進と教育的な指導体制の構築

本学、 福岡 県立大学、 西九州大学と産業界が連携し、 中小

企業におけ る中長期・実践型インターンシッププログラム

の開発を行い、 教育的な指導体制を整備する。

アクティブラーニング型授業の推進 自立的に考 え、 行動し、 様々な分野で創造告性を発揮できる

人材を育成するために、 アクティブラーニングを全学に展

開し、 知識の定着と能動的な学修態度の酒養を実現する。

産学協働教育による主体的学修の確

立と中核的・中堅職業人の育成

左記テーマ に関して本学、 京都産業大学、 新潟大学及び成

城大学の４

　

大学で連携し、 産学協働教育プログラムの共同

開発や同教育を行う専門人材の育成等を行う。

未来像を自ら描く電気エネルギー分

野における実践的人材の育成

九州大学他

　

３

　

大学や産業界との協働によって、 教育プログ

ラムやその評価方法の開発を行う。 特に合同合宿や教育プ

ログラムのき学生・産業界による評価を特徴とする。

地域力を生む自律的職業人育成プロ

ジェク ト

九州・沖縄 ・山口の２３大学（本学が幹事校） と産業界が連

携し、インターンシップの高度化、キャリア系授業の改善、

学修評価方法の検討等のテーマに沿った取組を行う。

２）ＦＤの取組成果

主なＦＤの取組成果

主な取組 取組の成果等

入 学 前教育（ｅーｅａｍｉｎｇ 方式等）の実

施

各学科の担当教員との連携を密にし、 対象である推薦入学

者の本取組への参加状況を確認しながら、 積極的な学習を

促 している。

入学前オリエンテーションの実施 全学部新入生のほぼ全員が参加しており、 参加率は毎年向

上している。 終了後のアンケートや全員面談での聞き取り

などから、 相応の効果が生じていると判断できる。

フレッシュマンスクールの運営 学習支援が必要な学生に対して、 数学、 レポーティングに

関する授業を行うことによって、 それぞれの能力が向上し

ている。（受講前後のテスト得点比較による評価等）

学生表彰制度による優秀者表彰 正課の成績優秀者 ３６７名 （工学部 ２４２ 名・情報工学部１２５

名）、学科推奨資格取得者２０７名 （工学部７７名・情報工学

部１３０名）を表彰した。 学習意欲向上に資すると判断する。

課題解決型学修方法等の新たな教育

手法の導入

ＰＢＬ や英語習熟度別クラス編成等を行った。 それぞれに学

習効果の向上等の改善効果が見られ、 次期見直しテーマが

明確になるなどの成果を得た。

ＦＤ研修会の実施 各学部において、ＦＤ 研修会を複数回実施し、 新たな教授方

法などに関する情報共有を行った。 また、 アクティブラー

ニングをテーマに２回の事例報告会を行い、 知見を深めた。

（２５）



（７）研究高度化・研究による地域貢献の取組

１）研究活動の取組成果

　

２６年度は、 下表のとおり７４件 （２５年度７４件、２４年度６７件） の研究に対して、 国や独立行政法人

・企業等から有為な研究活動として採択を受け、 合言十で１．７９億円の高額の研究費が交付されました。

（これらの研究計画性を高め研究成果を拡大するた めに、 申請計画の研究者間相互評価や第三者評価

等を充実させています。）

　

なお、 文部科学省の科学研究費補助金 （科研費） の採択件数・金額は増加傾向であり、２７年度にお

ける総採択件数は４６件、また新任研究員の他研究機関からの移管分を含めた採択金額は０．７２億円で、

いずれも過去最高となりました。

外部研究支援事業等の採択結果 （外部研究資金の獲′誓）（２６年度実績）

　　　　　　　　　

（千円単位）

研究費区分 研究活動のテーマ等 （研究者） 研究費＊１

文部科学省

科学研究費補助金

．内骨格生物における筋肉配置の潜在的意義の解明とロボット

の動作生成への応用 （知能核幾械工学科・木野

　

仁）

・ＣｅｌＩＰｒｏｃｅｓｓｉｎｇ Ｒｏｂｏｔを用いた細胞凝集塊形成特生の解明 （情

報システム工学料・下戸

　

健◎

・流域治水を実現する分散型市民多目的ダムの構築 （社会環境

学科・森山聡之） など （全４１件）

７１，３１０

（１５１，０４３）

共同研究 独立行政法人、企業等との共同研究費

（全１４件）

１０，５０７

受託研究 独立行政法人、 企業からの受託研究費

（全６件）

８〉７８１

奨学寄付金、
その他研究助成金

独立行政法人、 企業からの学御守研究奨励費

（全「３件）

８，６０２

合

　

計 ７４事業

　

＊２ ９９，２００

（１７８，９３３）

研究活動のテ ーマ等 （研究者）

　　　　　　　　　　

研究費＊１

＊１（

　

） 内は研究分担者としての研究費を含む金額

＊２

　

文科省直接補助事業採択の研究事業は含まない。

２）知的財産の管理（特許登録等）

　

特許出願

　

国内１件、 外国１件

審査請求７件 （国内）

特許登録 （累計） 国内２４件、 外国８件

３）研究活動での社会貢献、成果の社会還元の取組

研究活動で得られた研究成果・技術は、 地元企業・社会一般への還元、 共同研究推進のために、 研

究発表会や技術交流会で積極的に情報発信しています。
主な研究成果発表会への参加

九州エゴフェア、 エゴベンチャー・メ ッセ ２０１４、 テ ク ノ フ ロ ンテ ィ ア ２０１４、 ふくおかフィナンシ

ャルグループモノづくり商談会など

（２６）



本学主催の研究報告会等

ＦＩＴ テクノクラブ （技術交流ネットワーク組織） 交流会、 最先端加工技術講習会 （先端金型技術

者人材育成事業） など

４）研究高度化の環境整備

①研究活動の推進組織・支援体制

情報・環境・モノづくりの活動領域に対応した研究活動の高度化、 並びにこれらに対応する教育活

動の内容・方法の改善を目的として、エレクトロニクス研究所、情報科学研究所及び環境科学研究所、

並びに先端計測技術研究センター等を附置した総合研究機構を設置しています。

　

また、 同機構に産学連携推進室を設け、 産官学共同研究を通して得た研究成果の社会還元を目指し

ています。

②研究環境の整備（研究機器の整備等）

　

当年度は走査電子顕微鏡等の大型計測機器やワークステーション等の高度情報処理機器、 並びに分

析・解析用ソフト等の研究環境の整備を行いました。 ほとんどの機器が文部科学省等の補助事業に採

択．支援を受けていることは、 当該機器を用いて行う研究事業がその重要性を評価されていることの

証であると判断しています。

　

なお、 総合研究機構附置の３研究所には、 現在４６台の研究関連機器が備え付けられ、 学内での個人

研究や学外研究者との産官学・大学連携プロジェクト研究等で幅広く利用されています。

近年整備した研究機器

ｒー““－－－”【ｒｒ－－－－－－－－－－”ｒｒ－－－－“－－－－”【ｒ－“ーー“ーーーーー”Ｍ”ーーーーーーーーー””【ーー－－ーーー““ーーーーーー””【「“ｒーーーーー“ーーーーー””、

圭電子天秤、 電界放出形走査顕微鏡 （ＦＥ‐ＳＥ 、 Ｘ線回析装置 （ＸＲ‐Ｄ）、 微小硬度計、３０Ｔ プ レス・ ，

＝ＭＡＬＤＩ／ＴＯＦＭＳ、 ＨＰＬＣ／Ｍｓ、 ポータブル ＶＯＣ 分モ斤計、 ＵＨＰＬＣ、ＩＣ

　

プ←ラ ＰＣ‐ｌｏ、 予き列導入＝

＝装置、 ハイスピ←ドカメラ、 騒音計、 超高圧水銀ランプなど

＼‐Ｍ－－－－－－－－‐Ｍ－－－－－－－－－－－－Ｍ Ｆ－－－－－－－－Ｍ－－－” －－Ｍ－－－－－－－－ －－－－－－－－”Ｍ－－－－－－ －－－－－－－－Ｍ－－－－ノ

③研究機器利用支援

　

高性能の分析機器や情報処理設備を整備するに留まることなく、 それらの有効活用に向けた技術講

習会や研究遂行に資する講演会、 研究資金獲得セミナー等を次のようなテーマで２２回 （参加者数合計

１，ｏｏｌ名） にわたって開催しました。 上述の研究活動の活発化 （外部研究費拡大、 研究成果拡大など）

に伴い、研究機器類の利用度合いは大幅に向上 （当年度使用回数 ４，２２６ 件、２３年度の約 １．５ 倍） して

おり、 当該支援策の重要度は高まっています。

電子線マイクロアナライザー技術、Ｘ線回析装置技術、電子顕微鏡技術、ＭＡＴＬＡＢ トレーニング、

科学研究費等外部資金申請・管理、 ｏｐｅｎＨａｐｔｉｃｓ トレーニング、 ＤＮＡ ナノテクノロジー、３ 次元

ガラスアンテナの研究とその応用、 環境政策

　

等

（２７）



④産官学連携

地域社会や企業の発展に寄与することの重要性か ら、 地元産官学との連携を強め、 研究技術の高度

化、 高度人材育成に努めています。 特に、 ふくおかフィナンシャルグループ及び西日本シティ銀行の

企業ネットワークを通じた本学が有する研究成果や技術等知的財産の事業化、 九電工や関連の企業を

通じた電気通信や環境技術に関する研究高度化・技術斤開発、 並びに九州工業大学との研究連携による

北部九州自動車産業発展への貢献 （金型製造技術の高度化等） を目指しています。 当年度は新たに、

情報通信や制御技術に関する研究交流・人材交流を目指し、 正興電機製作所と連携協定を締結しまし

た。 また、 これらの連携を研究面はもとより、 社会 ・経済面から総合的に機能させることなどを企図

し、 西日本新聞社と包括連携協定を結んでいます。

連携先 連携の目的

ふくおかフィナンシャルグループ

西日本シティ銀行

本学が有する研究成果や技術等の知的財産と地元企業ニーズ

の結合など

株式会社九電工 本学が有する基礎研究成果と九電工が有する技術を融合した

新規技術の開発など

九州工業大学 金型製造技術の高度化及び関連分野での教育・人材育成に向

けた研究交流や人材交流など

新宮町 環境の保全及び防災・防犯対策の推進、 地域活性化及びまち

づくりに関することなど

古賀市 まちづくりのョ推進に関すること、 教育・文化及び学術研究の

振興に関することなど

西日本新聞社 九州の教育及び地域社会の充実・発展に寄与する調査・研究

などなど

株式会社正興電機製作所 情報・制御技術の高度化及び関連分野での教育・人材育成に

向けた研究交流や人材交流など

社会医療法人財団池友会

福岡和白病院

環境の保全及び防災・防犯対策の推進、地域活性化及びまち

づくりに関することなど

社会福祉法人創生会 環境の保全及び防災・防犯対策の推進、 地域づくり活動の支

援に関すること
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（８）キャリア教育・就活支援の取組状況

１）キャリア教育・就活支援の取組状況

①地域力を生む自律的職業人育成プロジェクト（平成２４年度文科省「産業界のニーズに対応した教育

改善・充実体制整備事業」選定）

実社会における就業力の構成要素を 「志向する力」 「共働する力」「解決する力」「実践する力」 の ４

つに分解した上で、 それぞれの趣旨に適う学科目を適切に年次配当しながら全学的なカリキュラム整

備を進め 「就業力育成プログラム」 として体系化しました。 学士課程を通じて段階的に就業力の育成

を図る新たな教育システムとして取り組んでいます。

　

正規の授業と して 「キャリア形成」「日本語表現」 及 び 「コミュニケーショ ン基礎」 を１年次に、「技

術者倫理」「就業実習一

　

等を２年次以降に開講し、 入学後早期にキャリアに関する目標設定を行い、 学

修に応じて、 身に付けた就業力の確認やキャリア像の明確化を図っています。

　

また、 学生自らがキャリアに関する達成目標を設 定し評価する仕組みとして、 キャリアポートフォ

リオ＊１ を導入 しています。 多くの学生からキャリア ポー トフォリオや学習カリキュラムについて、 有

効であるとの感想が述べられています。

＊１ キャリアポー トフオリオ

就業力に関する上記 ４ つの能力を高めるために学生自ら日標設定と自己評価を行い、 学生生活の様

々な活動の中から得られた学びや気づき等を記録・蓄積していくシステム。

②中長期．実践型インターンシップ推進と教育体制の構築 （平成２６年度文科省 「産業界のニーズに対

応した教育改善・充実体制整備事業 【テーマＢ】 インターンシップ等の取組拡大」 選定）

学生が実社会での経験を基に自らのキャリアについて考える機会を創出するために、 インターンシ

ップの拡大・充実を図っています。 インターンシップの実習及びその事前事後学習を通じて、 学生が

今後のキャリアを考える上で、 企業や社会の現実の姿を理解し、 大学生活における目標を確かなもの

にしていくプログラムになっています。 当年度の夏季インターンシップの参加者は １６３ 名で前年度の

２，７倍となり、 そのうち 「就業実習」 履修者は１０１名 で前年度の１２名から大幅に増加しています。

　

初年次から 「キャリア形成」 等の正課科目に取組んできた結果、 学生のキャリアに対する意識が向

上し、 インターンシップを体験することの重要性が多くの学生に認知されたものと評価しています。

③キャリアプランニング支援

個人面談 （全員面談） を起点として、 面接・履歴書講座、 業界研究会の開催やインタ」ンシップ参

加など学生の能力・適性向上に向けた様々な取組を実施しています。 他方で、ＯＢ

　

による企業セミナ

ーや地元企業交流会を定期的に開催するなど求人企業拡大にも力を注ぎ、 併せて関東・関西地区等へ

の活動旅費を補助する等、 段階的、 体系的に組み上げた総合的就職支援事業を行いました。

④就活学び直しプラスワンプロジェクト

　

「学生・父母にとって進路が決定することの重要性」 を強く認識し、 企業都合による内定取り消し

等様々な理由により卒業時に就職できなかった学生に対して、 サポートしています。

　

具体的には、 個々人のバックグラウンドに対応した種々の支援策 （進路未決定に至った原因の確認

やキャリアプラン再構築のためのカウンセリング、 大学と学生双方による進路決定までのプロセス管
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理等） を講 じるもので、 「プラスワンプロジェク ト」 として、 卒業後の進路保証を目指しました。 当年

度は１３名の学生が当プロジェクトの対象 （前年度の 就職状況の良好さから対象人数は減少） となり、

進路決定に至るまで積極的な支援を行いました。

⑤進路決定支援 （進路保証プログラム） の取組状況

　

短大では、 学生一人ひとりの教育・学生生活に深く関わり、 確実に 「学力」「意欲」「社会性」 を向

上させ、「希望を叶える （日指す進路を実現する）」 ことを目的として 「進路保証プログラム」 を確立

しています。 当年度は、 大学への編入支援として、 英語では、ＴＯＥＩＣ

　

の活用 （上位層）・苦手意識の

克服 （下位層）、 数学では、 早朝からの集中課外講座坐の実施、 物理では、 対策着手の早期化、 小論文で

は、 個別添削指導を徹底するなどの支援を強化しま した。 この結果、 大学編入希望者６４名に対し、 延

べ編入合格者数７５名 （実数６４名） と過去最高の合お各者数となりました。

　

また、 就職支援として、 学生の就職カルテ情報の共有、 ゼミ別面談会の実施、 大手企業受験学生に

対して特別支援を実施するなど、 様々な取組を実施 しました。 資格取得については、 授業内容と目指

す資格の連関を強めることや、 資格奨学生制度の充′実を図ることなど、 学生のモチベーションを高め

る取組に力を注ぎました。 この結果、 資格取得者数は受験者数・資格取得者数ともに目標を大幅に上

回り好調な成果を得ることができました。（目標：合格者数２０名／受験者数８０名、 実績：合格者数８４

名／受験者数２４６名）

　

なお、 編入学試験やＴＯＥＩＣ講座などの一部で出席 （参加） 率が低調な取組が見られることから、 今

後は、 将来の設計を更に具体化させるなど、 学生のキャリア向上に向けたモチベーションを更に高め

ることが課題と認識しています。

　

おって、 このプログラムは、 かねてより日本私立学校振興・共済事業団の補助事業 （私立大学等経

常費補助金特別補助 （未来経営戦略推進経費）） に選定され、 全国に向けて先進事例として紹介され、

中間評価でも最高位のＡ評価を受けています。

２）大学・短大の進路決定状況

　

大学．短大の就職状況は、 就職内定率・就職率ともに良好 （全体傾向として ５ か年連続で関係比率

が向上） でした。 関連する指標は、 過年度から継続して全国や福岡県の平均水準を上回って推移して

います。

　

また、 過年度よりニ ト・フリーターとなる卒業生を出さないこと （無業者数の減少 （改善）） を目

標に掲げて種々の取組を進めてきました。 その結果、 大学・短大ともに当該指標は近年最も良好とな

りま した。 （大学学部：５７名 （無業者率６．６％）、 大学院：１２名 （同２４．０％）、 短大：２１名 （同１２．４％））

　

これは、 就職教育．支援の取組がより 「全学をあずて」 の組織的なものになり、 加えて種々のガイ

ダンス等の取組が系統的に整備され確立しつつあることが要因であると判断しています。

　

学生の就職力を高めるために、 その支援体制整備として、 設置する ９学科に１名以上の専任指導担

当者の配置、 さらに教職協働によって重層的に支援するために学科就職指導教員等に 「就職指導セミ

ナー」 の開催等を行いました。 また、 就職教育については、 インタ」ンシップを拡大・充実するとと

もに、 就職活動の準備段階で 「心構え・基礎力育成ガイダンス、 実践会」 の取組を増やしました。 就

活段階では、 東京事務所や大阪事務所の企業ネットワークを通じて求人・採用の働きかけを強化し、

企業訪問 （約 ４５０ 社） を行うとともに、 学生と企業の接触機会を確保するために学内合同説明会を開

催 （参加企業総数６８７社 （前年度６４０社）、 参加学生延べ４，１６６名 （前年度３，９１９名）） しました。
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なお、 本学への求人数は２，１１７社、 新卒求人倍率１．６１倍 （前年１，８５８社 （新卒求人倍率１，２８倍）） と

なり、 前年度から増加・向上しました。

大学・短大の就職状況

学部等区分 卒業者

①

進学者

②

就職対角釈者

①‐②＝③

就職希望者

④

就職希望率

④／③

就職者

⑤

就職率

⑤／④

大学学部 ２６年度

２５年度

８６１

９３４

′○

　　　

く
Ｊ

へ、Ｊ

　　

Ａ
「

８２５

８８９

７８０

８１４

９４．５％

９１．６％

７６８

７９１

９８．５％

９７．２％

（増減） △７３ △９ △

　

６４ △３４ ２．９％ △２３ １．３％

大学院 ２６年度

２５年度

５０

　

６

　

４

乙^

　　

ｌ
ｉ

４８

６３

４０

４６

８３．３％

７３．０％

３６

４４

９０．０％

９５．７％。

（増減） △１４ △ １５ △６ ｌｏ．３％ △８ △５．７％

短大 ２６年度

２５年度

１６９

１４９

６４

　

６

　

０

１０５

８９

７９

６５

７５．２％

７３．０％ｏ

７７

６３

９７．５％

９６．９％

（増減） ２０ ４ １６ １４ ２．２％ １４ ０．６％

（参考）大学就職率９６．７％「平成２６年度大学等卒業者の就職状況調査」（文部科学省・厚生労働省調査、

　　

２７年４月 １日現在）
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（９）高校の進学・就職教育の取組状況

１）進学・就職教育等の取組状況

①進学実績向上の取組

　

工類クラス （国公立大学への合格を目標とするク ラス） は当然のこととして、 □類クラス （普通科

一般クラス） の進学実績を向上させることを当面の 重要課題としています。 当年度入試では国公立大

（準大学を含む） には、 全体として１２２名 （目標１００名） が合格し、 このうち口類クラスからは２４名

（目標ｌｏ名） が合格し目標到達に貢献しました。

　

このＤ類クラスの健闘は、 模擬試験の有効活用策 としてその事後指導の徹底、 早朝補習、 放課後学

習会、 やり直しテスト等の課外学習の充実、 難関大学志望者特別学習会の開催、 教科間連携強化分析

会の開催、「最後まであきらめない」意識の醸成等のポ叢々な取組が有効に働いたものと判断しています。

　

上述の他に、 進学指導の体制整備として、 授業評価やこれに基づく業績評価、 各教員による年間授

業計画の策定、 授業力向上の取組等を積極化しました。 また、 生徒の進学意識向上のために、 その趣

旨に適うＬＩ紙 運営、 外部講師による進学講演会、 関東・関西の難関私大視察と指定校枠確保、 保護者

への大学情報の積極発信等、 あらゆる方面から進学ず旨導を積極化しました。

②就職実績向上の取組

就職についても、「就職内定率 １００％」 の具体的目標を掲げ、 これを達成 （学校紹介内定率 １００％、

全体内定率９８．６％） しました。 就職希望者の基礎力養成講座・補習の実施、 資格取得支援の強化、 面

接指導 （模擬面接） 等様々な就職教育施策を強化するとともに、 企業等との関係強化・新規開拓等の

支援強化を引き続き行ってきたことが良好な内定率に繋がったものと判断しています。

　

また、 進学指導と同等に細かな指導を継続した結果、 国家資格、 英検、 パソコン検定、 システムア

ドミニストレータ、情報処理技術者資格等の合格実績も良好でした。これも、上記の「就職内定率１００％」

の目標達成に貢献していると判断しています。

２）進学の実績

進学実績は、 国公立大学 「１００名以上の合格」 目標 に対 して、 「１２２ 名合格 （京都大、 大阪大、 九州

大、 神戸大等）」 となり、 良好な成績を維持しました。 難関私大合格も、 早稲田大２名、 中央大７名、

同志社大９名、 関学大１３名、 立命館大１３名等であり、 毎年向上しています。 特に、 福岡県下の国公

立大学合格者は５０名 （前年比５名増） となり、 福岡工業大学、 西南学院大学及び福岡大学の地元私大

に安定的に合格していることは、 高く評価しています。

　

また、 過年度に続き、 大学受験雑誌の進学実績ランキング等に、 幾度となく 「進学実績優良校」 と

して掲載・紹介されるようになりました。

　

なお、 平成１２年 （学校改革元年） 以降、 毎年安定的に進学実績を伸ばしてきたことは、 近隣の中学

校．保護者等からも評価されており、後述の入学志願者の増加の要因になっていると判断しています。

３）就職の実績

就職実績についても、 進学実績と同じように良好な結果となり、 当初目標 「就職内定率 １００％」 を

達成しました。 就職先企業は、（株）九電工、（株）九州旅客鉄道、 アイシンエイダブリュ（株）、（株）ア

イシン化工、 （株）正興電機製作所、 トヨタ自動車（株）、 トヨタ自動車九州（株）、 山崎製パン（株）等の

大手企業や福岡県職員等の公務員への就職が実現しています。

（３２．）



高校の大学等進学（合格者）状況

国公立大学等 ２６年度 ２５年度 増減

九州大学

九州工業大学

福岡教育大学

北九州市立大学

福岡県立大学

福岡女子大学

九州歯科大学

佐賀大学

長崎大学

大分大学

大分県立看護科学大学

熊本大学

宮崎大学

鹿児島大学

千葉大学

都留文科大学

東京農工大き

京都大学

大阪大学

大阪教育大学

神戸大学

兵庫県立大学

神戸市看護大学

広島大学

山口県立大学－

下関市立大学

香川大学

高知工科大学

防衛大学校

水産大学校

航空保安大学校

その他国公立大学等

８

１１

９

１４

２

６

Ｉ

ｌｏ

５

５

王

３

３

３

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

７

Ｉ

２

１１

２

１

６

６

１２

８

１３

４

２

０

６

３

２

０

Ｉ

２

Ｉ

０

０

０

０

０

０

０

３

０

０

０

５

０

Ｉ

ｌｏ

５

０

４６

２

△Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

△２

４

　

‐

　

Ｉ

４

２

３

　

Ｉ

２

　

Ｉ

２

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

△２

　

ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

２

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

△３

　

Ｉ

△４０

国公立大学等小計 ；２２ １３０ △８

私立大学 ２６年度 ２５年度 増減

福岡工業大学

西南学院大学

福岡大学

九州産業大学

中村学園大学

久留米大学

産業医科大学

筑紫女学園大学

福岡女学院大学

立命館ブゾァ太平洋大学

慶感義塾大学

早稲田大学

東京理科大学

青山学院大学

明治大学

中央大学

駒淫大学

立教大学

法政大学

成膜大学

津田塾大学

日本大学

東洋大学

東海大学

帝京大学

創価大学

東京女子大学

東京農業大学

神奈川大学

金沢工業大学

同志社大学

立命館大学

関西大学

近畿大学

関西学院大学

その他私立大学等

６５１

７２

１６５

４９

１４

１７

２

２２

１７

２

０

２

８

３

２

７

４

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

５

３

８

２

Ｉ

２

６

３

Ｉ

９

１３

４

１７

　

１３

１４０

６８０

８９

１５２

２１

１５

ｌｏ

３

２３

１４

６

Ｉ

０

４

Ｉ

３

２

２

Ｉ

２

０

０

５

０

７

５

０

０

２

４

４

６

１０

２

１１

２

１０２

△２９

△１７

　

１３

　

２８

△Ｉ

　

７

△Ｉ

△Ｉ

　

３

△４

△Ｉ

　

２

　

４

　

２

△

　

Ｉ

　

５

　

２

　

０

△Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

０

　

３

　

Ｉ

△３

　

１

　

２

　

４

△Ｉ

△３

　

３

　

３

　

２

　

６

　

１１

　

３８

私立大学小計 １，２６８ １，１８９ ７９

合

　

計 １，３９０ １，３１９ ７１

（３３．）



高校の就職状況

就職状況 就職対象者 就職希望者 就職希望率 内定者 内定率

２６年度

２５年度

７２

　

５

　

０

７２

５０

１００・０％ｏ

１００・０ ｏ

７２

５０

１００・０％

１００・０％

（増減） ２２ ２２ ０・０ ｏ ２２ ０・０％

就職対象者：卒業者数一進学者数等

（３４）



（「０）国際交流・国際教育の取組

１）国際交流等の取組状況

①国際交流等支援体制

　

国際教育・交流の所管事務局には、 英語・中国語ノ及び海外事情に精通した専任スタッフやネイティ

ブスタッフ、 留学生の日本語教育に従事する専門のスタッフを配置するとともに、 学生部にも留学生

担当職員を配置し、 留学生の学習と生活を支援するｆ本制を整えています。 さらに、 当年度から陣容を

強化し、 今後の国際戦略に向け体制を整備しています。

　

また、 本学学生の米国留学．語学研修の支援及び老支職員の米国における

　

ＦＤ・ＳＤ 活動を支援するた

めカリフォルニア．オフィスを設置、 また大学間連 携 ネットワーク （ｎ］ｎＮＢＡ＊１） に加盟 しています。

　

なお、留学生等の派遣・受入の際、授業料等の減免及び滞在費について、日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）

からの補助を受ける等、 学生負担の軽減にも配慮しています。

＊Ｉ

　

ＪＵＮＢＡ

　

二ＪａｐａｎｅｓｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＮｅｔｗｏｒｋｉｎｔｈｅＢａｙ Ａｒｅａ

「サンフラ ンシスコ．ベイ エリア大学間連携ネッ トワーク」 のことで、 米国西海岸に拠点を持つ日本

の大学が加盟し、 日本の大学の国際化の推進や国際的人材の育成などを日的として設立された。 他の

主な加盟校は、 九州大学、 鹿児島大学、 大阪大学、 名古屋大学、 東北大学、 横浜市立大学、 早稲田大

学、 桜美林大学などであり、 日本学術振興会 （ＪＳＰＳ） が事務局を努めている。

②ＦＩＴグローバル卒業生ネットワーク

本学が派遣．招致した留学生と留学プログラム終了後や卒業後も継続して交流を図り、 グローバル

人材としての活躍や成長を長期的に支援し、 情報共有を行うネットワークを形成しています。 このネ

ッ トワーク は７か国 （アメリカ、 アルバニア、 オース トラリア、 韓国、 タイ、 中国及び日本） に増え、

各国グループ代表者と国際戦略室が連携して、 卒業生の活躍を本学の在学生やネットワークに加入す

る卒業生

　

の口入者 ５４８ 名） と広く共有することで、 在学生や卒業生の視野拡大や学習意欲向上を継続

支援しています。

③福工大日本語センター

　

留学生教育充実の取り組みとして、 海外に本学の日本語教育センターを設立しています。 中国の協

定校北華大学内の 「福工大日本語センター」 及びタイの協定校キングモンクット工科大学内の 「バン

コク・オフィス （福：１－二大日本語セ ンター）」 において、 本学とのジョイ ント（合同） プロ グラムにより、

修学意欲、 学習能力の高い学部生・院生の受け入れを行っています。

④ＦＡＳＴＰｒｏｇｒａｍ（中堅事務職米国研修）＊２

　

学生募集、 学術支援、 学生支援、 就職 （進路） 支援等に関する職務能力の向上を企図し、 中堅職員

を米 国カ リフ ォル ニ ア 州 立大 学イ ース トベイ 校 に研 修派遣 して いま す。 具体的に は、 「Ｂｒａｎｄｉｎｇ」

「ＡｃａｄｅＩｎｉｃｐｌａｎ」 ‘Ｓｔｕｄｅｎｔｓｅｗｉｅｅｓ」 及 び 「Ｅｘｔｅｒｎａｌｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ」 の研修領域に対応 して４チ」ム （１チ

ーム３ ～４名） を編成し、１チームあたり約２ か月の研修派遣を行うものです。 この研修は３ か年の

長期にわたって継続し、 学－術研究のグローバル化への対応を図るもので、当年度は３名の事務職員（当

プログラム累計で３０名派遣） を派遣しました。

　

なお、 この取組は 「リクルー トカ レッジマネ ジメ ント」 や 「理工系進学情報誌 （ＧＬＯＢＡＬ 化に挑戦

（３５）



する大学）」 において、「経営改革や教育改革の戦略 スタッフとしての職員を育成する」 として高く評

価されました。

⑤ＬＥＡＤＰｒｏｇｒａｍ（教職協働米国研修）＊３

　

昨年度よりスタートした教職協働を推進するプロ グラムで、 教育研究及び大学運営における広い視

野と優れた知見を持ち、 大学の将来を担う次世代型 の教育者としての総合能力を高めることを目的と

しています。 若手教員２名と職員１名でチームを編成し、 約１か月間にわたり同上大学での教育や調

査を実践しました。

＊２

　

ＦＡＳＴ：ＦＩＴ （ＦｕｋｕｏｋａｌｎｓｔｉｔＬＩｔｅｏｆＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙ） ＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎｓｔａｆｆＴｒａｉｎｉｎｇ

＊３

　

ＬＥＡＤ：ＬｅａｄｅｒｓｈｉｐＥｄｕｃａｔｌｏｎａｎｄＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

２）国際交流等の取組成果

経済・学術交流のグロ←バル化に適応するため、 米国に３大学、 オース トラリアに１大学、 中国に４

大学、 韓国に３大学、 並びにタイに２大学など６か国１４大学と学術交流・姉妹校協定を締結していま

す。 また、 平成２０年１０月に国際交流支援室を設置、 ２５年４月より 「国際戦略室」 に改称、２７年７月

にはグローバル・ステューデントラウンジを設置する等、 一層の交流拡大を目指しています。 （当年度

の交流状況は下記参照）

本学の活動は、 留学生の派遣・受入、 科目等履修生の受入、 短期研修プログラムでの派遣・受入、

さらに日本学生支援機構による留学生交流支援制度に採択されたプログラム＊４で構成しています。

なお、 近年は、 アジアに開かれた大学と して、 ＡＳＥＡＮ 諸国を中心に学術交流使節団の派遣・受入も

活発になっています。

（５月１日現在）本学に在籍する留学生数の推移

学部等 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

中国 その他 中国 その他 中国 その他 中国 その他 中国 その他

学

　

部 １０４ ０ ９５ ９４ ６６ ３ ４‐０ ４

短

　

大 １２ ０ １１ ８ Ｉ ３ ０ ２ Ｉ

大学院 ３４ ２ ３５ ７ ３７ １８ ３４ １９ ４５ １２

研究生 ６ ０ ２ ０ ０ ０ ３ ２ Ｉ ０

合計 １５６ ２ １４３ ９ １３９ ２０ １０６ ２４ ８８ １７

交流協定校から当年度に受け入れた留学生

大学名 課程 学生数 備考

北華大学 （中国）

南京理工大学 （中国）

キングモンクット工科大学 （タイ）

　　

（同上）

青島科技大学 （中国）

大学院博士

大学院修士

大学院修士

大学学部

大学院修士

１名

８名

２名

１名

７名

ダブルディグリー制度

（３６）



短期学生交換プログラム等

大学等名 プログラム名称等 学生数 期

　

間

カリフォルニア州立

大学イーストベイ校

ＦＩＮＥ（特別留学） プログラム

海外英語研修 （大学、 短ブ〔）

ＡＣＥプログラム （アメリカ研修）

スタープロ グラム

ＡＣＥプログラム （日本研有鱒

１名派遣

２５名派遣

１０名派遣

５名派遣

ｌｏ名受入

１年間

２４日間

１２日間

９日間

１１日間

キングモ ンクット工科

大学 （タイ）

日本語セ ンター学生スタ デ、イー・ツアー

２６年度留学生交流支援制度・短期受入

科目等履修生

５名受入

２５名受入

２名受入

９日間

１９日間

６か月間

慶星大学校 （韓国） 科目等履修生 （前期）

科目等履修生 （後期）

２名受入

１名受入

６か月間

６か月間

大連理工大学 （中国） 科目等履修生 ３名受入 １年間

南京理工大学 （中国） サマ プロ グラム

大学院合同セミナ｝

大学院ダブルディグリー受入プログラム

５名派遣

７名派遣

２０名受入

１１日間

４日間

１０日間

フェデレーション大学

（豪州）

短期日本研修 １５名受入 １４日間

　

派遣・受入人数合計

（教職員の派遣は除く

　

＊５）

５３名派遣

８３名受入

　　　　　　　　

ノ

学術交流の使節団等

使節団名称 国名 プログラム名称等 学生数 期

　

間

ＵＳ‐ＪＡＰＮ フ ォ ー ラ ム

九州とアジアを繋ぐカンパ

Ｊｅｎｃｓｙｓ２．０科 学技術第２２陣

プロ グラム

バンコク郡青少年交流団

ポリテク大学学生交流団

米国

インドネシア

インドネシア

タイ

韓国

グローバルプロ養成プログラム

日本の大学の研究室訪問

インドネシア大学生との学校交

流

日本の先進教育現場の視察

日本の先進教育現場の視察

１名派遣

４３名受入

３１名受入

２０名受入

２０名受入

３０日間

１日間

１日間

１日間

１日間ポリテク大学学生交流団

　　

韓国

　　　　　

日本の先進教育現場の視察

　　　

２０名受入

　　

１日間

＊４

　

国の学術グローバル化政策に沿って、 文科省の関連補助事業は拡充されている。 本学では ４ 事業

　　

を申請し全件が採択された。（ＡＣＥ プロ グラム （ＦＩＴ－カリフォルニア州 立大学イ ース トベイ校派

　

遣．受入）、 大学院修士課程留学支援のための ＫＭＩＴＬ‐ＦＩＴ 短期研修プログラム、 南京理工大学と

　

の大学院ダブルディグリー受入のための体験入学プログラム）

＊５

　

協定校等の間では、 教職員の交流も活発化しており、 当年度は約７１名の派遣・受入を行った。

（３７う



（１１）学生・生徒生活・学習支援

１）退学・除籍防止策等の取組状況

　

退学率の改善に向けて、ＦＤ 推進室・教務部・学４零”が協働し、 統一的サポート体制とその手順を

確立しています。 学部．学科、 教務課、 学生課、 就耳哉課等の関係事務局、 並びに学生相談室 （専任カ

ウンセラー） が重層的に指導．支援する仕組みです。 対象学生に対して、「多欠席・単位不足者の面談

・指導」、「要配慮学生の把握と段階的支援」 等を行っています。

　

近年、 休退学者数．留年判定者数は、 徐々に減少 しています。 今後、 さらに改善するために、 学生

生活実態調査等によって、 上述施策の奏功度合い等を一層精撤に検証することになります。

大学（学部）の休学・退学・除籍等の推移

　

学籍異動区分（率） ２６年度 ２５年度 増 減

在籍者数 （年度当初） ４，１４９
４，１６０

△

　

１１

休学者数 ］１３（２．７％） １２０（２．９％） △７（△０．２％）

退学者数

除籍者数

１２４（３．０％）

１９（０．５％）

１３７（３．３％）

２１（０．５％）

△１３（△０．３％）

△２（△０．０％）

退学・除籍者数計 １４３（３．５％） １５８（３．８％） △１５（△０．３％）

留年判定数 ３２１（７．７％） ３４４（８．３％） △２３（△０．６％）

２）短大の低学力化対策、留年・退学防止対策の取糸漆状況

低学力化対策として、 課外授業による数学・国語等の基礎講座開講など、 また留年・退学防止対策

として、 教養ゼミでの要指導学生の早期把握と指導・支援徹底 （個別指導強化など） などを行ってい

ます。 また、 要配慮学生については、 大学と協働し、 大学同様に学科と短大事務室が－▲体となって指

導・支援を行っています。 これらの取組みによってもなお、退学・除籍者数は増加していることから、

この結果を踏まえて今後の対応を図ることとなります。

短大部の退学・除籍等の推移

学籍異動区分（率） ２６年度 ２５年度 増 減

在籍者数 （年度当初） ４０３ ３７７ ２６

退学者数

除籍者数

３２（７．９％）

５（１．２％）

２１（５．６％）

１（０．３％）

１１（２．３％）

４（０．９％）

退学・除籍者数言→Ａ ３７（９．１％） ２２（７．１％） １５（２．０％）

３）高校の生徒指導の取組状況

高校では、「教育は、 不完全な者が不完全な者にかかわる営みである」 との基本的考え方のもと、 挨

拶指導．評価、 環境教育・評価、 清掃指導、 遅刻・欠席指導、 校外指導及び生活安全指導等の系統的

生徒指導を行っています。 教職員自らが学び続け、生徒を率先・垂範することの徹底を図っています。

　

諸指導の事後評価に関して、 挨拶評価では、３段階中最低評価 「Ｃ」 のクラス （生徒） はゼロ （Ａ 評

価２７％、Ｂ評価７３％） となり、 基本的な生活習－貫が確立していることの表れと認識しています。

　

また、 清掃活動も過年度を話続き良好、 遅刻・欠席は、 全校生徒の出席率が

　

９９％を上回り良好、 問題

行動等に対する特別指導件数はｌｏ件程度に留まる等良好な結果を継続しました。 特に、 出席状況につ

（３８）



いては１２年間．６年間・３年間皆勤賞受賞者が各々 ４名、４２名、２８５名、３年間クラス無欠席 （１組、２０

名）、２年間クラス無欠席 （３組、２５名） であることへ些、 極めて良好であると判断しています。

４）学習環境（図書館資料整備、 情報処理環境整備等） の整備等

①図書館の学習支援等

　

近年、 大学生は学修時間とりわけ授業時間外の学イ彦時間が少ない一方で、 参加型授業や自主的活動

への参加は多面的能力の育成に極めて大きな影響を及 ぼすとされています。これを受け、昨年度より、

図書館利用者の増加、利便・快適性の向上、主体的…学修支援機能の強化に向けて、 レイアウト見直し、

アクティブラーニング設備の一部導入、 電子ジャーナル等電子媒体利用環境の改善等を行いました。

　

この結果、 当年度の利用者数は ５３，３９７ 人（前年比 １１６．７％）、 Ｗｅｂ ページ閲覧数 ７０，７２５ 件 （前年比

ｌｏ６．２％）、 α棟ラーニングスペース利用者数は－昨‘年、 畳敷きに変更 したこと等により前年比 １６％増

となるなど、 相応の利用度向上が確認されました。 また、 書籍等の貸出冊数に対し、 電子ジャーナル

アクセス件数は飛躍的に増加していることから、 今後、 この要因について詳細な分析が必要です。

　

なお、 現在の蔵書数は、 和書２３４ラー７８冊、 洋書６６，０６０冊、 学術雑誌１，７４９種、 ＡＶ 資料３，３５７点とな

っています。 当年度も、 シラバス参考図書資料、 英言吾教育関連図書、 資格取得・就職対策関連資料の

整備に重点を置きました。

図書館への入館者数・貸出数

利用者区分 ２６年度 ２５年度 増

　

減

入館者数 貸出数 入館者数 貸出数 入館者数 貸出数

大学学生

大学院生

短大部学生

研究生・科目等履修生

教職員

学内関係者（特別許可者）

学外利用者

　　

＊ｌ

３８，ｉ７９

１，３６３

１，６６４

　

１０４

２，４９６

２，０３２

７，５５９

８，２８３

１，０２５

２４６

　

２３

１，２１２

１，１７８

１，２０５

３６，９８８

１，１８４

１，４６０

　

６０２

１，７７８

　

８８７

２，８５１

９，３６６

１，０４３

３０８

　

１７６

１，４４１

１つ０７４

１，２２２

１，１９１

　

１７９

　

２０４

‘ ４９８

　

７１８

１，１４５

４，７０８

△ １，０８３

　

△ １８

　

△６２

△１５３

△２２９

　　

１０４

　

△ １７

合

　

計 ５３，３９７ １３，１７２ ４５，７５０ １４，６３０ ７，６４７ △１，４５８

＊１

　

レイアウト変更 （自習室など） に伴い、 入退館自由からカード管理へ変更したことによる増

②情報処理センターの学習支援等

　

２５年度に実施した次世代型ＩＣＴ 教育ニーズに対応したＩＣＴ 環境の全面リニューアル （文科省 「ＩＣＴ

活用推進事業」 採択） により、 種々のＰＣ処理速度が格段に高速化され、 操作・利便性、 無線 ＬＡＮ 機

能、 セキュリティ機能等も同様に高度化され、 西日本有数の情報処理教育環境は、 より確実なものと

なりま した。

　

その結果、 当システムは全学部・学科で活用され、 ログイン回数は４２万１千回 （２５年度４０万８千

回、２４年度３９万１千回） となり、 毎年増加しています。 また、 本学では、 ＷＥＢによる学生の出席管

理へ

　

学習管理、 指導履歴管理等の学習管理システムの導入を行っており、 関係業務の効率化、 精度の

向上に貢献しています。

　

なお、 既述のとおり、 第ｍ期施設設備・整備計画の中で、 「ＩＣＴ を活用した図書館・情報処理センタ

（３９）



一の機能強化」 を予定していることから、 この中で、 キャンパス全体における高度情報化を進めなが

ら、 多様な学修スタイルに対応し、 知的好奇心を誘ヌ発Ｒ・共有する学修環境整備を整える計画です。

③エクステンションセンターの学習支援等

　

当センターでは、 本学学生を対象として資格取得；支援講座を、 一般を対象として ＦＩＴ オープンカ レ

ッジ （文化，教養講座など） を開講しています。 資格取得支援講座では、 正規教育課程との連携も進

めながら、 パソコン、ＩＴ関連 （ＭＯＳ （ＭｉｃｒｏｓｏＲ ｏｍＣｅＳｐｅｃｉａｌｉｓｔ）、ＩＴパスポー ト、 基本情報技術者）、

事務能力．一般常識関連 （日商簿記、 秘書検定等）、 英語力関連 （ＴＯＥＩＣ 検定） 等の課外講座を開設

しています。 当年度は、 本学学生の合格者は８７２名 （前年比１ｌｏ．８％） と良好な結果をおさめました。

ＦＩＴ オープンカ レッジでは、ＦＩＴ 講座 （本学教員による 「情報・環境・モノづくり関連講座」） 等の

特別講座、 情報関連講座及び文化教養講座を開講 （春夏１２９ 講座、 秋冬 １２３ 講座） しました。 受講者

は、 資格取得支援講座５５２名、 情報関連講座７１名、 文化教養講座１，４８４名となっています。

　

近年、学科の専門教育と資格取得支援講座の連携が進み、徐々に合格者数も増加していることから、

このことを今後も継続していきます。

本学学生の資格取得の状況
資格・試験名 ２６年度 ２５年度

受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

Ｍｉｃｒｏｓｏ元ｏｍｃｅＳｐｅｃｉａｌｉｓｔ（ＭＯＳ） ６８３ ６４５ ６３５ ５９１

ＩＴパスポー ト １１３ ２４ １０７ ２７

ＣＧ検定 ２３ １６ ３３ ２２

環境社会検定試験 （ｅｃｏ検定） ４６ １９ ４７ ２３

エンベデッ ドシステムスペシャリス ト（ＥＳ） ０ ０ ０

情報処理セキュリティスペシャリス ト（ＳＣ） ０ ０ ０

応用情報技術者試験 （ＡＰ） ６ ７ ２

基本旧派法前者試験 （ＦＥ） ９４ １７ ］０２ ｌｏ

ＬＰＩＣ ２ ２ ０ ０

ＣＣＮＡ （ＩＣＮＤ１、ＩＣＮＤ２） １６ ９ ５ ５

ＷＥＢクリエイ ター （上級）

　

″

　　

（初級）

２３

８

２１

７

３１

１１

２１

ｌｏ

日商簿記検定 （１級）

　

″

　　

（２級）

　

〃

　　

（３級）

ｌｏ

２２

１９１

０

３

４２

８

３１

９０

０

５

２８

秘書検定 （準１級）

　

″

　　

（２級）

　

〃

　　

（３級）

８

５９

２９

Ｉ

２３

２３

０

４２

２８

０

１５

２３

色彩検定 （３級） １５ １４ ５ ５

医療事務検定 ８ ５ ０ ０

ＴＯＥＩＣ ２４３ ３５４

合

　

計 １，６００ ８７２ １，５３７ ７８７

（４０）



（１２）課外活動の成績

１）モノづくりセンターの活動

　

同セ ンター活動の中核となるモノづくり等のプロ、ジェク ト （２６年度８ プロジェク ト、 総学生・生徒

数１２１名 （２７年３月現在）） の諸活動は、 学生・生徒が計画・実行の担い手となっています。 製作・

調査活動はもとより、 各種の競技会・展示会・コンテスト等に参加し、 その結果・成績等を踏まえ、

さらに当該活動の改善や見直しを行っています。 い わゆる 「ＰＤＣＡ による継続的改善」 に基づく課外

活動を実体験し、 活動成績、 成功・失敗の如何に関 わらず重要な学習機会となりました。 調査分析力

．課題解決能力・マネジメント能力等を身に付けた、 将来のものづくりリーダー養成の一環として、

各プロジェクトの次年度リーダー及びサブリーダー

　

学生補助員を対象に、 湯布院セミナーハウスを

活用して宿泊研修を実施しました （学生 ２３名、 教晴哉員３名参加）。 今後は、 競技成績等の向上を目指

しながら、 目標到達へのプロセスを重視する人間力琵ラ成の取り組みにも一層力を入れていきます。

　

この他、 当センターでは、 正規の授業・卒業研究及びサークル等の創作活動の支援、 小中学生向け

モノづくり教室や電気、 機械等の技術講習会等も行いました。

　

この取組は学内外から高く注目され、 当センターの利用者は毎年高位で推移し、 上記プロジェクト

活動を合わせ年間の延べ利用者数は ９，９８８ 人を数えました。 また、 外部からの見学者は毎年多く、 他

の大学、 高校、 企業等から８２団体の見学・視察がありました。 （２５年度８３団体、２４年度７７団体）

プロジェクトの競技会等成績

プロジェク ト名 競技会等での活動成績

ロボコ ン 九州夏ロボコン２０１４出場 準優勝及びデザイン賞

ロボッ ト相撲 全日本ロボット相撲３ｋｇ級中国地区大会出場 （自立型・ラジコン型出場）

全日本ロボッ ト相撲３ｋｇ級九州 地区大会出場 （

　　　　　　

〃

　　　　　　

）

ソーラーカー ＤＲＥＡＭ ＣＵＰ ソーラー力 レース鈴鹿２０１４出場

　

本戦３５チーム中２４位

二足歩行ロボット ＹＯＫＡ ロボまつり３８・バ トル大会出場 準優勝及びベス ト４

第２６回 ＲＯＢＯ－ＯＮＥ出場

　

１２１ 台中２６位及び４７位

　　　　　　　　　　　　

」

モノづくりセンターの社会活動・イベント参加等

社会活動等の概要

夏休み親子モノづくり体験教室開催 （４テーマ、８４名参加）

青少年のための科学の祭典熊本大会２０１４モノづくり教室開催 （グランメッセ熊本）

フク オカ ・サイ エンスマンス２０１４モノづくり教室開催 （クローバープラザ）

みんなの科学広場ｉｎ唐津／体験教室開催 （二足歩行ロボット実演など）

湯布院リーダ」研修 （２６名参加）

２）人工衛星プロジェクト

　

本学の超小型衛星 ＦＩＴＳＡＴ‐１ は、 ２４ 年 １０ 月に国際宇宙ステーションの日本実験棟 「きぼう」 から

放出され２５年７月 まで９か月 間にわたりミッションを遂行しま した （宇宙ステー ションを撮影、 その

画像を地上に高速通信する実証実験や、 宇宙空間で発光ダイオード（ＬＥＤ） を点滅させ、 地上にメッ

セージを送る実験など、 世界初の高速通信実験を成功）。 超小型衛星の製作は、 高度な知識・技術を基

礎としていることから、 学生教育の観点から、 この技術や組織におけるチ」－ムワークを習得すること

　

（４１）



は、 欠く ことができないと判断 しています。 この考 え のもと、 モノづくりセ ンターにおいて、 小型衛

星 （ＦＩＴＳＡＴ－１） の製造技術の継承、 発展を目指し、２６年７月より新たな小型衛星プロジェクト活動を

始動させています。

３）クラブ・サークル活動等

　

大学、 短大及び高校の全てにおいて、 課外活動も学生・生徒の社会性、 自主・自立 （律） 性、 自制

心等を育む重要な教育の機会との認識に立ち、 積極的な支援を行っています。 当年度も、 強化クラブ

をはじめとして、 全国、 九州地区の競技会等で優秀な成績を残しています。 中でも、 特に秀でた活動

等に対して、 クラブ・サークル活動の表彰基準に沿って次のとおり表彰しました。

　

なお、 強化クラブの活動に対しては、 とりわけ本学≧独自の育英制度として、 学生・生徒の学費軽減、

関係する諸活動経費の補てん等に相応の予算が付与されています。 目的は、 直接関係する学生・生徒

．教職員の学習 （教育） 活動の奨励はもとより、 学園全体の教育研究活動の活性化を始め、 学校運営

の充実強化にあります。

　

従い、 当財政支援制度や表彰制度が組織や財政面で適正規模であるか、 また、 学生募集、 入学者確

保、 教育研究活動の活性化、 進路保証、 学生・教職員の志気向上等について機能し効果を発揮してい

るか等の不断の検証を行うこととしています。

大学‐短大のクラブ・サークル等に対する表彰

クラブ・サークル等 表彰理由

硬式野球部 ．第４３回福岡六大学野球

　

春季リーグ戦

　

２位・ベストナイン

・第４３回福岡六大学野球 秋季リーグ戦

　

２位

ラグビー部 ．九州学生秋季リーグ （工部） 優勝 （４連覇）

吹奏楽団 ・九州吹奏楽コンクール

　

全霊賞受賞

・第６２回全日本吹奏楽コンクール

　

銀賞受賞 （九州代表）

・第８回福岡県アンサンブルコンテス ト

　

トロンボ」ン８重奏

　

金賞受賞

女子柔道部 ．九州学生女子柔道優勝大会 （女子３人制の部） ３位

弓道部 ・弓道北部リーグ戦 （男子団体）２位・（女子団体）３位

・弓道北部リーグ戦 （男子個人） 優勝・（女子個人） 優勝

準硬式野球部 ．福岡県大学準硬式野球

　

春季リーグ戦

　

ベストナイン

．福岡県大学準硬式野球

　

秋季リーグ戦

　

２位・ベストナイン

陸上競技部 ．第６４回九州地区大学体育大会 （インカレ） （三段跳び）３位

アイ スホッケー部 ．第２２回パ ピオ杯争奪アイ スホッケーサマーリー グ戦

　

３位

・第３５回九州学生アイスホッケーリーグ戦 （２部リーグ）３位

ダンス同好会 ・大学生＆専門学校生ストリートダンスコンテスト東京大会

　

優勝

ァクションサッヵ‐愛好会 ・アク ショ ンサッカー九州大会２０１５ＤｉｖｉｓｉｏｎＣ

　

優勝及び最優秀選手賞

その他 （団体） ・第３回サイ エ ンス・イ ンカ レ研究発表会

　

ファイ ナリス ト選出

・第５４回２０１４年度全国大学対抗簿記大会 （団体戦）３位

その他 （個人） ・ＢＩＯＭＯＤ２０１４国際生体分子デザイ ンコンテス ト

　

銅賞

．日商簿記１級合格・第５４回全国大学対抗簿記大会 （個人戦）９位

（‐４２‐）



高校のクラブ活動等の成績

クラブ等 クラブ等の活動成績 （上位大会出場等）

ダンス部 ・ＭｉｓｓＤａｎｃｅＤｒｉｌＩＴｅａｍｌｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａＩＵＳＡ２０１５

　

ＨＩＰＨＯＰ女子Ｓｍａｌｌ部門

　

優勝

．全国高等学校ダンス ドリノレ選手権２０１４

　

Ｈ工ＰＨＯＰ女子Ｓｍａｌｌ部門

　

優勝

・全国高等学校ダンス ドリル選守…権２０１４九州大会

　

ＨＩＰＨＯＰ女子Ｓｍａｕ部門

　

優勝

・第７回日本高校ダンス部ｉ選手権

　

スモールクラス出場

吹奏楽部 ・第２６回全日本高等学校選抜吹奏楽大会

　

ゴ」ルデン賞

・第５９回九州吹奏楽コンク 」ル

　

金賞

・第６２回全日本吹奏楽コンクール

　

銅賞

剣道部 ．第２９回九州高等学校選抜剣道大会出場 （団体・個人）

バレーボール部 ・第１５回全九州私立高等学校男女バレーボール選手権大会

　

準優勝

・天皇杯・皇后杯全日本バ レーボール選手権大会 九州ラウンド出場

・第６９回国民体育大会バレ」ボ」ル出場

空手道部 ・第３２回全九州空手道新人大会出場

弓道部 ．第２１回九州高等学校弓道選手権大会出場

柔道部 ・第１８回九州高等学校新人柔道大会 （女子個人・女子団体戦）

　

ベスト８

チアリーダ」部 ・」ＡＰＡＮＣＵＰ２０１４チアリーディング部日本選手権大会 （フライデ一トーナメント） 出場

工業科ロボット相撲

プロジェク ト

・第２２回高校生ロボット相 撲全国大会 （ラジコン型）

　

ベス ト８

・第２２回高校生ロボット相撲全国大会 （自立型）

　

ベスト１６

・第２６回全日本ロボット相撲全国大会 （ラジコン型） 出場

工業科ＩＴプロジェク ト ・第３４回全国高等学校ＩＴ・簿記選手権大会 九州ブロック６位

（４３）



（１３）地域貢献活動

１）地域貢献活動の趣旨・目的

地域における大学とは、 地域にとって重要な知的 ・人的資源であり、 地域全体の発展に寄与すべき

との考えのもとで、 本学では地域貢献活動を重要な 使命として取り組んできました。 とりわけ、 近年

は社会の環境変化や地域の多様な要請を受け、 下表 のとおり地域との間をつなぐ新たな試みを進めて

きたところです。

２）取組状況及び成果等

地域貢献の区分 取組名称等 取組状況及び成果等

地域での環境活動 ・ キャ ンパスクリ ー ンディ （近 隣

町内会と共同で実施する環境保

全活動）

・ほぼ毎月１００名前後の地域住民・学

生の参加協力を得て清掃活動を実施

・ラブアースク リ ー ンア ッ プキャ

ンペーン （市民・企業・ 行政が

一体となって行う環境保全活動）

・学生１９６名が海岸沿いのゴミを中心

に収集・清掃活動を実施

・古紙回収活動 （リサイク ルボッ

クス 「エコステー ショ ン」 の 学

外設置による定期回収）

・毎月 平均 １．０ ～ １．５ トンを回収 して

地域の環境美化に貢献

教育・文化の振興 ・東部地域大学連携 （本学・九州

産業大学・福岡女子大学） の取

組

・東区の委託事業として、 市民参加型

シンポジウム 「官兵衛がめざしたも

の」 を３大学で実施

・ＦＩＴ ジュニア活動 （小 中 学生を

対象に、 野球を通じて行う地域

ぐるみの青少年健全育成活動）

・各学齢に応じた目標の設定 （小学生

：チームワークの強化、 中学生：各

人の課題明確化）

・子ども英会話教室、 新宮町寺子

屋事業・新宮町子ども相撲大会

など

・１２０人余の幼児・児童の学習を支援

・公民館等における夏休み学習支援

・相撲部学生による指導・協力

地域特有課題の解決 ・福工大駅前商店会活性化プロジ

ェクト （商店会活性化を通じた

街づくりへの参画）

・正課における、 省エネや景観に配慮

した街づくりテ」マの取り組み

・古賀市・（株）正興電機製作所と

の包括的連携協定締結

・産官学連携に向けた人的交流と情報

交換（交流会実施、現地工場視察等）

・福岡和白病院、 創生会との包括

的連携協定締結

・地元校区を対象に医療・介護・大学

による 「地域包括ケアシステム」 の

モデル構築を目指す取り組み

地域の安心・安全

確保

・コミュニティ パ トロール 隊活動

（学生が中心となって安心・安全

を支える地域防犯活動）

・防犯や地域犯罪、 サイバー犯罪抑止

に関する周知活動、 駅前での啓蒙、
パンフ レットの配布な ど

．（
４４）



（地域の安心・安

全確保）

・青少年見守り支援事業 ・地域交流センターと協同した中・高

生の居場所づくり

その他の活動等 ・環境サークルオアシス活動

（環境保全を図りながら人材育成

を目指す活動）

・学園祭の場を活用した分別の徹底や

バイオマスカップの回収

・学内全面禁煙化と連携 したキャ

ンパス周辺美化活動

・学生サークルと教職員一体での活動

の実施

地域貢献関連行事の開催状況

時期 関連事業の内容

４月 ．福岡県高等学校総合体育大会バレーボ」ル選手権大会中部ブロック予選会

５月 ・九州学生春季テニス選手権予選

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、ｒ」．「混声合唱サザンクロス」ｌｏ周 年記念、。再，輿五

・九州数学教育会 「九州・山口地区

　

大学・高校数学科入試連絡会」

６月 ・福岡東警察署 「暴力追放・地域安全東区民大会」

７月 ，日本私立学校振興．共済事業団 「私立大学等経常費補助金事務説明会」

・ＦｕｔｕｒｅＳｙｎｃｖｏｌ，４

・日本比較文学会春季九州大会

・第３７回福岡東地区コーラス交流会

．九州地区中学・高校ディベート選手権大会（第１９回ディベート甲子園九州地区予選）

・第１２回福岡県高等学校生徒商業研究発表会

８月 ・毎日新聞社・ＪＡＸＡ共催 「若田光一宇宙飛行士ミッション報告会」

・第１３回九州地区高等学校生徒商業研究発表大会

・読売新聞西部本社発刊５０周年企画

　

「ＣＬＥＡＲ！ＳＫＹ」 あおぞらサミット

９月 ，環境科学研究所講演会 「海洋・宇宙連携の現在と将来～宇宙から海を見る～」

・光和保育園運動会

・秋の交通安全県民運動 「東区交通安全フェスタ２０１４」

．第３３回福岡県高等学校英語スピーチコンテスト

１０月 ・東部地域大学連携公開講座 「シンポジウム・官兵衛がめざしたもの」

・第１３回福岡県高等学校英語ディベ｝トコンテスト

・福岡和白病院バレーボール大会

・福岡市立和白丘中学校合唱コンクール

・福岡市立香椎第一中学校合唱コンクール

・ガールスカウト 九州沖縄地区研修会

・ｌｏｔｈＡｓｉａ‐Ｐａｃｉ負ｃＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｆｏｒｕｍ ｏｎ Ｍｉｃｒｏｗａｖｅｓａｎｄ Ｅ１ｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃＴｈｅｏｒｙ

１１月 ・福岡県私立保育園音楽研究会４０周年記念式典

・第２６回全日本ロボット相撲

　

九州大会

（４５）



１１月 ・福岡市東区剣道連盟昇段級審査会

・第３２回福岡県中学校新人ラグビーフッ トボール大会

１２月 ．日本技術士会九州本部 「九州本部青年技術士交流委員会公開講演会」

，高文連 （福岡県高等学校芸術・文化連盟） 自然科学部門福岡県大会ポスター発表大会

・第６回商業オリンピックｉｎふくおか

・マルタクリスマスジョイ ントコンサー ト

・東区子供会レクリエーション大会

・ＮＰＢ１２球団ジュニア トーナメ ント野球 大会

１月 ．九州経済産業局 「省エネ政策提案型パブリック・ディベートコンテスト」

・第２４回福岡県工業高等学校生徒研究発き表会

・映像情報メディア学会九州支部

　

放送技術研究会

２月 ・福岡県道徳教育研究協議会

．第１１回日本吹奏楽指導者協会ソロコンテスト九州大会

３月 ・日本生産管理学会

　

第４１回全国大会

．第６回 「わ じろで第九を歌おう」 コンサー ト

（１４）志願者・入学者確保の取組

「）大学の入学志願者・入学者の状況

在籍学生数は、 教育・研究の質を維持する観点から厳格な定員管理が求められるところですが、 過

年度から入学者数が定員を大きく上回っており、 大学基準協会・外部機関や財政上の要請からこのこ

との是正が求められていま した。

　

そこで、 現員を維持しながら外部の要請に応えるため、 従前の入学定員 （８３０名） を ９１５名に増員

しま した。

　

このような取組のもと、 大学全体の志願者総数は６，５６４名（実志願者３，０６１名）となり、 前年度と比べ

大きく増加 （２２１名増 （３．５％）） しました。 工学部は若干の増加（３２名 （０．７％） 増）、 情報工学部は大

幅な増加（２２３名 （８．８％） 増）、 社会環境学部は若干の減少（２４名 （３．８％） 減）となりました。 全体とし

て、１８年度 （１９年度入試） 以降９か年連続で増加し、 過去２１年間で最大の志願者となりました。

　

これに伴い、２７年度の入学者は１，］０４名 （うち女子は１１４名） を確保しました。 九州・山口地区の

理工系学部を主力とする同系統の他大学が大変な苦戦を強いられる中では、 依然、 優位な状況と言え

ます。

　

当年度の志願者動向として、特別推薦入試及び留学生入試以外の入試による志願者が増加しました。

特に、 近年の傾向と して、 Ａ 方式及びＣ 方式、 いわゆる一般入試の志願者が増加しています。 これに

伴い、 継続的に入試難易度は高まり、 偏差値上位校からの出願が増えるとともに入学者の学力向上が

確認できます （偏差値５０以上の高校からの出願率は、 全体の約８割）。

　

以上のことは、 教職協働のもとでの取組 （模擬講義、 出張講義、 オープンキャンパス、 高校訪問な

ど） を通じ、 教育改善や研究高度化等の活発さや学生支援の丁寧さ、 就職状況の良好さ等の説明に力

を注いだことが要因と判断されます。

（４６）



２）短大の入学志願者・入学者の状況

短大の志願者は、２１年度入試の１９２名から、 当年度入試では４６２名まで２７０名 （２．４倍） 増加しま

した （昨年度比１１６名 （３３．５％） 増）。 また、 入学者－数も、 前年度と同じように所定の人員 （定員１６０

名に対して現員 １９８ 名） を確保しました。 この結集、 ６ か年連続で募集定員を確保することができて

います （当年度入試における志願者数は、 過去

　

ｌｏ 年間で最大）。 全国的にみて、 多くの短大が定員を

確保できない （約６害－ｉが定員割れ） 状況に対し、 大ｒ≧と同様に優位な状況と言えます。

　

志願者確保について、本学園の強み（大学・短大・高校の三位一体を最大限に活かす運営） により、

学園を挙げて教育環境充実、 大学への編入学ルート確立、 就職支援充実、 低学費等を積極的に情報公

表する募集活動が奏功した結果といえます。 今後も引き続き進路保証をはじめとした教育改革に力を

注ぎ、 更に高校や企業等の評価を高め、 志願者数の継続的な維持・増加に努めなければなりません。

　

なお、２１年度以降の学生募集が好調に推移している要因に 「卒業後の進路保証に向けた取組 （ＦＪＣＴ

進路保証プログラム） への期待」（私学事業団・未来経営戦略推進経費中間評価にて最高位 「Ａ」 の評

価） があることが確認されていることから、 この確実な成果の創出こそが今後の短大運営安定化の生

命線と認識し、 一層関連諸施策を推進しなければなりません。

３）高校の入学志願者・入学者の状況

　

高校では、１６年度 （１７年度入試） 以降７か年連縮売で志願者を増加させ、 近年は、 継続して高位安定

しています（２７年度入試では福岡県下で第２位）。また、２年連続で福岡県下最高の志願倍率（４，４３倍）

となりました。（２６年度入試では４，６７倍）

　

福岡地区は、 私立高校２８校中１８校 （昨年度１７ネ交） が学則定員を確保できない厳しい状況の中、 本

校は定員を上回って入学者を確保 （５５０名定員に対し ６７７ 名入学） しました。 このことば、 ①高校教

職員が一体となって募集活動 （中学校訪問、 学校見学会など） へ力を注いできたこと、 ②正課・課外

教育の双方での教科力・指導力向上を中核とした進路保証の取組を行ったこと、 ③２７年度から生徒の

意欲．能力を見極めたうえでより細かいクラス編成を行うことなど、 これらの取組が、 中学校や進学

塾等から高く評価され、 信頼を得ているためと考えられます。

入試（志願者）・入学者実績

学部等 ２６年度 （２７年度入試） ２５年度 （２６年度入試） 増

　

減

志願者 入学者 志願者 入学者 志願者 入学者

工学部

情報工学部

社会環境学部

３つ１８８

２，７６６

６１０

４５１

４７０

１８３

３，１６１

２，５４９

６３３

４１４

４３２

１８８

　

２７

２１７

△２３

３７

３８

△５

（大学学部合計） ６，５６４ １，１０４ ６，３４３ １，０３４ ２２１ ７０

大学院 ６５ ４６ ８８ ６５ △２３ △１９

短期大学部 ４６２ １９８ ３４６ １９８ １１６ ０

高

　

校 ２，２６０ ６７７ ２，３８４ ７２０ △１２４ △４３

（４７）


